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　はじめに
　本共同研究では，戦後の日英の経営発展について，流通の面を中心のひとっとして検討することとな
ったが，日本については，経営史的アプローチあるいは企業者史的アプローチから，まず日用品とくに
石鹸・洗剤や化粧品・歯磨のメーカー，卸店，小売店の間の取引の構造や取引の実態の解明を中心に取
り組み，ついでこの業界に参入した外国企業と日本企業との協調と競争の状況を検証した。
　まず研究報告者のこれまでの研究蓄積を基礎に，戦後の石鹸配給統制の実態，戦後のライオン歯磨き
や花王などのメーカー一一一の流通への取組みといった前史を整理し直した。ついで，再販導入直前と導入時
の連続面について，花王の事例分析によって詳細に検証した。さらに資本の自由化過程で，日本市場に
参入した海外企業とそうした日本の石鹸・洗剤企業がどのような連携を組み，そしてどのような競争を
展開したのかについても検証した。
　これによって，これまで余り実証的な検証が進まなかった戦後日本の経営発展のなかでの流通面の展
開と外国企業との関係が，かなり詳細に明らかにされたといえよう。
☆1経営学部教授　☆2経営学部教授
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　1．戦後の石鹸配給統制
　（1）　戦時統制との連続
　これまで，あまり実証的に検討されていなかったことであるが，戦時中に構築された配給統制のシス
テムは，主たる配給機関の変遷をともないながらも，1949年の「石鹸配給規則」施行直前まで継続され
ていた。そうした終戦後の配給システムのなかで，戦時中の中央組織である日本石鹸配給統制株式会社
の主要メンバーたる卸店のなかには，影響力を保持し続けたものも多かったが，配給機構の外あるいは
周辺に置かれたものもあった。
　また，石鹸の規格や公定価格があらためて定められるなかにあって，また，かっての中央組織が担っ
ていた経済的機能が喪失したことにともなって，都道府県の配給機構では資金繰りの問題も抱え込むよ
うになっており，システム全体として実質的に機能が不全を来たしっつあったといえる。
　（2）　予約制と卸店資格
　戦後は，石鹸原料が不足し，その危機を打開するために原料の輸入と割当が急がれた。当初，生産能
力を基準としたため，操業度とのギャップが問題となった。また割当を受けるために，工場が雨後の筍
のように発生し，乱立という問題も発生した。そうした状況下に「経済安定9原則」による企業合理化
の方針が示され，そのなかで，生産能力の実態を把握するたの工場実態調査が繰り返された。また，大
工場と中小工場との間で，石鹸原料配給の基準を，工場の生産能力とするか，あるいは消費者からの予
約を基準とするかの議論が展開されたが，GHQの方針もあって，予約制の時期が少し早められることと
なった。
　1949年4月に公布された「石鹸配給規則」では，石鹸を石鹸分8パーセントと定義することによって，
横行する「闇石鹸」の一掃も狙っていたが，この規則によって，予約クー一一ボン制による家庭用石鹸の配
給経路が明確にされた。また同規則による卸店の資格も定められて，当時の業界新聞では，その資格獲
得者の推計もなされていた。
　（3）　集券競争の激化
　予約クーポンの集券をめぐっては，小売店，卸店，製造業者それぞれのレベルと各レベルの個別主体
の連携による激しい競争が展開された。終戦後の配給統制のなかで，前述のように，周辺的位置におか
れたとみられる卸店でこの機会に挽回をはかる実績を残したものもみられた。また卸店の連合組織が卸
店登録を認めらてしまうなど，当初の解釈とは異なった現実も発生した。さらに，卸店サイドから，配
給上の問題を指摘する動きがあったことも注目される。
　（4）　主要メーカーと卸業界の動向
　原料関係の配給システムとの関係からみると，石鹸のみのメーカーよりも油脂類と石鹸の一貫メーカ
ーのほうが有利であった。また，有銘石鹸メーカーは，固有の卸機能会社や系列小売店組織の基礎が形
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成されていたこともあって，概ね予約クーポンの集券実績は高かった。ライオン油脂のように，戦前に
都市部で直売制度を採っていたメーカーは不利であったが，同社も含めて，これを機会に卸店との関係
を再構築し，集券に努めるメーカーもあった。
　卸業界では，石鹸卸業界としての独自色を強めることになった。戦時統制配給システムのなかで周辺
的地位に甘んじながら予約クーポンの集券実績を上げた卸店関係者のなかには，独自の道を歩もうとす
る動きがみられ，戦時中から戦後の「石鹸配給」のなかで主要な役割を担ってきた卸業者と対立する構
造が生まれた。しかし，業界の結束を強く望む者たちの行動によって，対立は回避されることとなった。
　「石鹸配給規則」による配給統制は，以上のように，製造業者や販売業者たちに，予約クーポン集券
をめぐって，さまざまな競争と協調の様相を展開させた。しかし，そうした多面的ななかにあっても，
主要な石鹸メーカーの優位は維持された。また，販売業界では，この配給統制によって，メーカーの卸
機能をもつ販売会社がその連動的役割を発揮する一方，独立の卸店では，戦時中に途絶えがちであった
メーカーや卸店さらには小売店との結びつきをあらためて強固にさせることにもなった。
　その後，「石鹸配給規則」は，1950（昭和25）年7月20日をもって撤廃され，製造業者も販売業者も
新たな対応を迫られることになった。
　2．ライオン歯磨きと花王の流通への取組み
　（1）戦後のライオン歯磨きの流通への取組み
　前述のような戦時中から戦後の統制期に，小林商店（ライオン歯磨）では，取引関係のある卸店を基
礎に，あるいは他社との提携によって，専門の配給会社を設立したが，それら販社の存続は短期にとど
まった。1950年になると，全国の有力卸店を結集して，全国ライオン連合会を結成した。こうした卸レ
ベルの組織化をはかることによって，流通経路を明確にするとともに，ライオン歯磨の意図した取引条
件の貫徹をはかったのである。
　その後，再販制度の発足にともなって，ライオン歯磨でもその導入を巡って検討を重ねたが，本格的
な導入は後にし暫定的な再販価格を公表することとした。また，代理店の推薦による特約店すなわち二
次卸店を設定して，卸段階の経路を明確にした。さらに販売登録店制度を採用して，小売レベルまでの
経路の明確化も進めることとした。
　こうした戦時中から戦後の状況を経て形成された1950年代前半期の流通構造を検討した結果，次のよ
うに，いくつかの特徴が明らかにされた。
　第1に，ライオン会全国連合会役員の卸店にっいてみると，役員数の多い都市部よりも地方のほうが，
小林商店（ライオン歯磨）との長期的取引関係を有しているものが多く，かっライオン油脂・花王石鹸
との取引関係を有するものが多いという傾向がみられたことである。これは，都市部における大正期以
降の新興問屋の台頭と，問屋での取扱品目の「専門化」によるものと考えられる。
　第2に，東京本社，名古屋支店および大阪支店の各所管別の代理店とその取引関係をみると，いずれ
においても，ライオン油脂よりも花王石鹸との取引関係をもつものが多いことが判明した。ただし，や
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はり地方では，ライオン油脂とも花王石鹸とも取引関係をもっものが多い傾向があることも確認された。
これは，地方有力問屋の取扱品目の「多様性」ないし「総合性」によるものと考えられる。
　第3に，大阪支店所管内で代理店・特約店数の多い大阪地区では，代理店の取引関係特約店数平均は
4．6店ほどであった。大阪地区を含む京阪神地区の卸店と特約店の関係についてみると，特約店数よりも，
代理店と特約店との取引関係数のほうが上回っており，特約店が複数の卸店と帳合関係を有していたこ
とが明らかにされた。
　第4に，大阪の有力代理店の帳合関係の範囲は，京阪地区以外の他府県に広く及んでいた。その商圏
の及んでいた香川県や愛媛県の特約店についてみると，大阪間屋の他に，県内代理店や四国他府県の代
理店を帳合元としており，多様な取引関係であったことが理解された。第3の点とあわせて，このこと
は，再販対応の経路明確化の施策が，複数の帳合関係を排除するにはいたらなかったことを示している
といえよう。
　第5に，ここで主たる検討時期とした1950年戦後の時期，ライオン歯磨は業績好調であったが，それ
に貢献した有力代理店とそれらの取引関係をみると，花王石鹸とライオン油脂との取引関係をともに有
している卸店が多かった。前述のように，この点は，ライオン会全国連合会や各所管別にみた全国の傾
向で，花王石鹸との取引関係をもつもののほうがライオン油脂のそれより多かったことと異なる。これ
は，上位実績の卸店が，より多くのメーカーの商品を扱う総合性と取引相手への金融機能の強み発揮し
ていたことによるものと考えられよう。なお，ライオン歯磨の再販の実施は，1967年12月まで待たれる
ことになる。
　（3）　戦後の花王の経営課題と流通への取り組み
　戦後，花王では，花王油脂と花王石鹸の合併問題を契機に，販売組織の統一と強化が課題とされ，両
社の間で営業エリアの合理化がはかられた。
　合併直前の両社による協議のなかでは，販売上の課題として，返品問題や手形のサイトの短縮の問題
がクローズアップされ，とくに手形サイト短縮の問題は，焦眉の急を要する課題とされ，対応策が検討
された。
　合併後も，手形サイト短縮の努力が重ねられるとともに，代理店やその傘下の特約店の見直しによっ
て流通機構の整備もはかられた。取引にっいては，一部の商品に現金取引とそれにともなう割引制度が
導入され，少しずつその対象商品の範囲が拡げられた。この現金割引は，代理店にとっては，かなりの
優遇であったが，その一方で，帳合料率の引き下げも試みられた。これは，代理店に対して現金取引を
促すねらいがあったと思われる。
　他方，予約発注制度の導入によって，計画的な生産と流通の方向性が打ち出され，また返品の取扱条
件も明確にされた。商品ごとに多様化した取引条件を整理するために，まず商品グループ別にカテゴラ
イズし，そのカテゴリー別あるいはカテゴリー内の商品別に，各流通段階での取引条件を明確化した。
その際，代理店負担の多寡によると思われる帳合料の差異も確認された。また，北海道では，地理的条
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件の独自性に配慮した取引条件も設けられていた。
　他面において，市場からの注文への即応が難しいことから，予約注文制は廃止され，随時出荷制へと
移行した。取引制度は，商品グループ別や商品別ではなく花王石鹸との総合取引に改められたが，従来
通りの数量割引や車積割引制度は，地域や商品グループごとにあらためて設定された。その際，あらた
めて商品グループも設定されたが，一部の違いがみられるものの，概ね予約注文制導入の際に設定した
商品グループを踏襲するものであった。
　このように，花王石鹸では，その前身2社の合併を契機に，流通構造や取引条件の合理化が主体的に
進められていたのであり，こうした努力の直後に，再販売価格維持制度の導入という流通価格統制政策
や，帳合整理および販社制度の導入という流通構造の変革が実施に移されることになる。
　3．1960年代前半の花王にみる流通過程調査と再販制度の導入
　（1）　花王代理店の経営実態調査
　資本の自由化やスーパーの台頭と乱売，および卸店経営破綻の続出などによって，代理店や小売店と
いう流通過程へのメーカーによる積極策が求められるようになった頃，花王の各部署では，それぞれの
発案によって，そうした流通段階の実態調査を実施した。代理店については，花王経理部内に1960年に
設けられた監理課で，花王と代理店関係にある卸店の経営実態の調査を実施している。
　①調査の方法と対象の分類
　まず予備調査として，経理部監理課では，全国の花王代理店約480店を対象として各店別に「経営内
容調査チェックリスト」に記入して評定し，健全と思われる代理店約100店を選出した。そして，この
100店に，販売部を通じて，過去3力年にわたる「決算報告書」や諸々の「経営調書」の提供をお願いし
た。その結果，72店の協力が得られることになった。そして，これら72店を，売上規模別，地域別およ
び直送比率別（メーカーから代理店の得意先である特約店などに直送される分の売上高の比率）に分類
して，27項目についての調査を実施することとした。
　72店のうち17店は，6大都市（東京・横浜・名古屋・大阪・京都・神戸）所在の代理店に相当する。
これ以外に2店が加えられているはずであるが，特定できていない。これら17店のなかには，この後，
多喜屋，中尾商店および松井商店のように，花王による再建のための支援を仰ぐことになる卸店が含ま
れている。
　②資本蓄積と安全性
　さて，花王の代理店の自己資本比率は11％～14％であり，これは中小一般卸売業の21％と比べても低
い。ちなみに，これより10数年前の大阪の雑貨・化粧品問屋の調査では，「身辺雑貨」の卸業の自己資
本比率が38％であり，化粧品のそれが15％であったから，これらと比べても低い値である。これは，斯
業界で扱う商品が本質的に薄利多売的性格を有することと，後にみるような熾烈な過当競争のもとでの
収益率の「極小化」による，と監理課では分析している。
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　地域別にみると，都会の代理店のほうが地方の代理店よりも自己資本比率が低いことがわかる。これ
については，地方問屋は比較的老舗が多く，自己資本の蓄積期間が長いことによると監理課ではみてい
る。この点は，地方問屋の東京問屋と比べた際の「長期的取引の継続性」や取扱品目の「総合性」とも
関連することであろう。
　これと関連して，固定比率も，都会の方が地方よりも高くなっている。業界全体としてみると，中小
卸売業は，あるべき数値の100％以下に近いものの，概ね高くなっていた。この要因について監理課では，
卸業全般に総資産に占める固定資産部分が少なく斯業界問屋も例外ではないので，自己資本の僅少なる
がゆえの低収益性に求めることができるとしている。
③収益性
　それでは，ここで指摘された収益性に関する数値についてみてみよう。卸業・商社の売上総利益率（粗
利）は，製造業に比べて一般的に低いことがわかる。そのなかで，この業界の問屋について直送比率別
にみると，直送比率が高いほど，売上総利益率が低くなる傾向にある。これについて，監理課では，直
送帳合料が一般マージンよりも低いことがその原因であるとしている。
　確かに，その見方はひとっの妥当な見方であろう。1961年の取引制度でみても，代理店がいったん商
品を受け取ってそれを小売店に卸すいわゆる店入品の製販価格に対する利益率は，ザブで製販価格すな
わち代理店・特約店の仕入価格（同額）の2．38％，ブルーワンダフルで同じく5％となっている。これ
に対して，直送の帳合料率はザブで製販価格の1％Jブルーワンダフルで同じく2％であるから，直送品
の帳合料率の方が店入の代理店利益率より低いことになる。
　他方，代理店や直送先の利益の一部となる期末礼金をみると，代理店の礼金枠はザブとブルー一・ワンダ
フルのいずれも製販価格の3％と設定されている。1961年の時点では，代理店の帳合料は，直送先の特
約店の期末礼金3％のなかからサブで1％，ブルーワンダフルで2％を割くことにされている。代理店に
してみると，店入品の場合，上述の2，38％のマージンに期末礼金3％を加えた5．38％を得られるのに対
して，直送品の場合は，1％だけということになる。こうした点からも，直送比率が高くなると，利益率
が低下する傾向になるという見方は肯首できよう。
　しかし，監理課みずからも，直送帳合料が一般マージンよりも低いことがその原因であるということ
だけで可否を論ずることは出来ないとしている。その理由として直送率が多いと販売費を減少させるこ
とになること，を指摘していることは，当然の見方であろう。実際，直送の場合，労働節約的であるの
で，直送比率が高くなるにつれて従業員1人あたりの月商は高くなり，かつ輸送費・諸経費の節約もあ
って，営業費比率も低くなる傾向にある。したがって，その節約分だけ，店入品と比べて利益が確保さ
れるはずということであろう。
　ここで，売上総利益率と営業費比率が，直送比率の増加とともに同率で逓減するならば，営業利益率
は，直送比率の違いにかかわらず同一となるはずである。しかし，直送率20％以上の場合については，
売上総利益率の低減率よりも，営業費比率の低減率の方が大きいので，両者の差となって表される営業
利益率は，直送率20％以上の場合の値が漸増傾向にある。これについて，監理課では，この比率をもっ
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てどの直送比率形態が問屋経営にとって好ましいという即断はつかない。但し，該調査に於ては，この
様な結果が出たというだけである，と述べるにとどまっている。しかし，直送比率20％以上の場合，直
送比率が高いほど，営業利益率が高いことは明らかであろう。
　さらに，今，少し立ち入って考えてみると，直送比率が低いということは，逆に店入比率が高いこと
を意味する。そして，店入比率が高いということは，従来からの得意先や新規開拓の小売店などに，卸
店の従業員が商品を届ける頻度が高くなることになる。したがって，店頭の商品陳列スペースの確保や
情報交換の機会も増して，売上増加が促進され，利益も増すことになろう。しかも，小規模な卸店では，
利益額と営業費と売上高のいずれの規模も小さく，そうした制約条件のなかで，営業費を抑えた店頭と
の恒常的な接触機会が，相対的に営業費を一定程度に抑えて利益額を確保させたことにより，売上利益
率や，営業利益率を，相対的に高くすることとなったとも考えられよう。ちなみに，この店入比率増加
による効果は，後の問屋再建の際の方針にも織り込まれてゆくことになる。
　他方，売上純利益率は，やはり製造業と中小卸売業一般に比べて低く，大規模商社よりも高くなって
いる。この業界の売上純利益率を地方の代理店と都会の代理店とに分けてみると，地方の代理店の売上
純利益率の方が高い傾向がみられる。これは，前述の資本蓄積と同様の結果であり，要因も同様の面が
あろう。それに加えて，監理課でも指摘するように，都会部での過当競争という「競争状態の相違」も
大きな差異要因であろう。
　④販売先構成と回収期間
　ところで，1962年度当時の代理店の販売先構成比をみると，従来からの小規模小売店が最多であり，
特約店いわゆる2次卸店がそれに次いでいた。当時，その急速な成長が危機感を増したスーパーは，ま
だ会社・団体よりも低い実績であったことがわかる。
　一方，商品回転率を日数に換算した数値である商品手持日数をみると，製造業や一般中小卸業よりも
短く，かつ当然のことであるが直送比率の高いほど短くなっていた。代金回収と支払いの関係をみるた
めに，仕入先への支払回転日数（支払サイト）と，上述の商品手持日数および得意先の代金回収日数と
の関係をみてみると，商品手持日数と代金回収日数の和が，支払回転日数よりも短ければ，支払サイト
内で決済が完了していることを意味する。逆に，長ければ，他からの資金調達をあおいでいることにな
る。直送比率が40％未満の代理店では，在庫と回収の期間が支払サイトを超えており，直送比率逆の40％
以上の代理店ではそれが支払サイト内であることがわかる。したがって，監理課でも，直送比率40％未
満の卸問屋に於ては手形割引を行って資金調達を行っているように想像させられるとみている。
　（2）　大阪での優秀小売店調査
　さて，上述のような花王の本社経理部監理課による代理店調査の2年前に，大阪の販売部京阪神近畿
課では，独自に，「優秀小売店」の実態調査を実施していた。
　①調査の目的と方法
　大阪支店京阪神近畿課では，営業政策面に直接影響力を持つ販売促進活動の中の脚光を浴びているの
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が対販売店援助活動であり，その目的はあくまでメーカーの自社製品の市場占拠率の向上制覇にあると
の認識から，花王ブランドを優先的に推奨し，拡販をはかる小売店をモデル販売店としてセレクトし，
花王製品の市場占拠率の向上制覇をはかると共に，種々な調査の対象として運用してゆくことを目的と
して，1961年1月下旬から2月下旬にかけて大阪府の小売店を対象とする回訪による調査を実施した。
　「モデル販売店」の条件としては，大阪府下の各区域繁華街商店街或いは購買力ある宅地・住宅地に
位置すること，乱売店や内容不良店でないこと，花王製品を比較的よく扱っていること，経営の改善・
進歩に積極的で商品陳列等有効利用できる間口を有すること，花王石鹸にも協力的で推奨販売が可能で
あること，の5っの条件を満たしたものとされた。
　②調査の実施
　調査は，1961年1月21日から2月28日にかけて，大阪の小売店100店を回訪して実施された。その
うちモデル店は，新興の団地を含む広範な地域にわたっており，その数は，「調査票」ファイルに収めら
れている調査票の数では39店であり，最終の「報告書」では30店となっている。モデル店に対しては
店主や従業員への聞き取りも兼ねながら，実情を調査するとともに，評価書式を用意して評点を付けて
いった。
　③売場面積と花王製品取扱高
　「調査票」ファイルに収録されている各調査票には，店舗の写真も貼付されており，今となっては，
それもまた貴重な歴史的資料といえる。さて，その資料によると，当時の小売店の規模をみると，売場
面積は最小で3坪，最大でも23坪程度であり，平均7．2坪という小規模なものであった。また，従業員
数も，1人から9人の間にあって，平均で3．3人という少数運営であった。花王製品の月平均扱高をみる
と，3，000円という少額な店もあるが，それを除くと1万円から20万円という幅になっており，全体の
平均をみると約53，000円となっている。
　④仕入先代理店
　推薦代理店および仕入先の代理店をみると，前述の経理部監理課による経営指標の調査対象となった
大阪市の代理店，曙産業，丸二商事，中野大勝堂，中尾商店，蛭子商事，植木商店などの店名がみられ
る。「調査票」ファイルに収められている39店のうち仕入先の代理店が1店であるのは15店であり，他
の24店は複数の代理店から仕入れていた。そのうち9店が3つの代理店，4店が4つの代理店からそれ
ぞれ仕入れていた。このように，この時点では，2重・3重・4重の帳合がまだ一般的であったことがわ
かる。
　その仕入先との関係をみると，「調査票」ファイルに収められている39店の評点平均にみられるよう
に，多くが代理店による推薦モデル店であることから，良好な関係であったことが確認される。
　⑤小売価格の実態
　一方，小売価格についてみると，この当時のザブとブルービーズの小売価格は，いずれも100円とさ
れており，卸価格はザブが86円，ブルービーズが75円となっていた。しかし，価格が表示されている
店は少なく，また花王の設定する価格よりも低い（低い場合に評点が下がる）店が多かったとみられる。
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　ザブで小売価格を遵守しているのは，2店のみであって，95円が2店，33店は90円であった。すなわ
ち花王の価格体系で設定された小売価格よりも，1割引きが大多数であり，調査主体も，これについては，
とくに問題視していない。このことは，後の再販制度導入の値幅の枠を設定する際にも，考慮された点
であろうと思われるので，注意しておきたい。
　しかしながら，85円の小売価格については，その調査票で赤印を付しており，その商店については，
近辺に石鹸扱店も可成り多く，価格面で難しい所であり，ザブ85円も囮商品のようである，とみている。
また，主体が荒物であり，手広く商売しているので安売りということに差程の罪悪感がなく，扱い商品
も多く，客の出入りも激しいので，親身になって推奨販売してくれるかが多少疑問であるが，決して反
抗的ではない，としている。
　一方，ブルービーズでは，小売価格の判明した23店で100円の小売価格を遵守しているものはなく，
14店が80円，5店が85円，1店が90円であり，卸価格と同額の75円が3店であった。ブルービーズの
場合，ザブよりも小売店利益が厚く設定されていることもあり，80円も許容範囲の枠とみられたようで
ある。
　75円の商店については，立地条件はよく，可成りの購買力を有するが何せ競争相手が多く，価格維持
が難しい，とみており，対抗上ザブ85円の線にもってゆきたい意向であるが，取引先代理店の顔をたて
90円を維持している，と分析している。同店は売上も立派であり，店主も本舗に非常に協力的であるモ
デル店の価値充分に有りと考える，と評価している。
　⑥流通上の課題
　この小売店調査によって，さまざまな流通上の課題が判明した。小売店の多くが，口をそろえて言っ
たのは「花王製品はマージンが薄い」ということであった。これは，仕入原価が他社商品に比べて多少
高く，売値はマスコミ商品であるため囮商品として扱われので安くなる結果であるが，花王製品を積極
的に売ろうという意欲でなく銘柄品で客をアッピールするためのものとなっているという。これは，店
主あるいは従業員がもつ商品知識が案外薄く，商品知識を客に与え安心して買ってもらうという気持ち
に欠けているので，今後，花王自身が問屋に対する教育，販売店に対する啓蒙に力を入れなければなら
ず，とくに最終消費者との接点たる販売店を援助せねば一層の伸びは難しい，としている。
　一方，当時の販売制度であった「販売予約制度への批判」の声も大きかったという。すなわち，問屋
に注文すると本舗の予約配荷により荷が入らないからもう少し待ってくれと断られる，という問題であ
る。これについては，代理店が適正な予約をせずに花王の制度云々で逃げているというような雰囲気も
感じられるので，問屋への啓蒙が先決問題となってしまうと調査主体は述べている。しかし，この制度
は，結局，適正予約の実現が難しいことから，この調査の2年半後の1963年9月に廃止され，同年10
月からは随時出荷制へと移行することとなる。
（3）　再販売価格維持制度の導入
1963年3月27日をもって，卸店段階への再販売価格維持制度が導入された。この制度は1953年9月
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の独禁法改正によって成立したもので，1962年度から63年度にかけては，化粧品や家庭用石鹸などの分
野での届出件数が増えていた時期であった。花王製品の不当廉売を防ぐため，流通の合理化を推進して
きた花王では，再販制度を「一種の休戦協定」として導入したのである。これらの概要は，以下にみる
通りである。
①卸店段階への再販制度導入
　花王では，1963年3月27日には，ザブ，エマールS，ワンダフルK（粉末），同（液体），マイペット，
花王ソフター，花王ブリーチなどを卸段階までの再販商品として，その製販価格すなわち卸店や特約店
が花王から仕入れる価格と，小売店への卸価格を届け出ている。その後，翌1964年1月10日からは，
ザブとエマールSは，製販価格と卸価格の双方を，それ以外の商品は製販価格のみを変更し，さらに新
製品ピッチの製販価格と卸価格の再販を実施することとなった。
　さらに，この1964年1月10日からは，従来商品（群）ごとに異なっていた帳合料を，都市部では製
販価格に対して2％，地方では製販価格に対して2．5％と統一した。従来の帳合料率をみると，ザブの現
金取引の一時期を除いて，概ね2％から3％の範囲にあったので，従来の取引慣行の範囲内で設定された
とみることができる。
　また，期末礼金も帳合料と同様に商品（群）ごとに異なっていたが，都市部と地方に分けて，花王製
品の取引総額を基準とすることとした。取引実績別の基準は，かっても配荷量別の補助割引や期末礼金
というかたちで考慮されていたことがあり，それらの比率は，補助割引が0％～3％，期末礼金が3％か
ら5．・38％であったから，都市・地方別の売上実績別の期末礼金の比率は，概ね配荷量別の期末礼金比率
の範囲と同様の範囲に設定されたとみることができよう。
　いずれにせよ，従来の多様な帳合料や期末礼金および配荷補助金を単純化したことによって，再販制
度の円滑な運用をはかることとしたのである。
　②卸店再販契約の内容
　この卸段階での再販届出に際しては，各卸店との契約内容を示した「花王製品代理店取引規約」・同「契
約書」，「花王製品登録特約卸店取引規約書」・同「契約書」，「花王製品取扱卸店取引規約」・同「契約書」
も添付された。このうち「花王製品代理店取引規約」によると，代理店が花王製品を小売店に販売する
場合は花王の定める卸売価格を厳守することや，販売区域の制限などを規定していた。
　また，上述の期末感謝金と帳合料および信認保証金などについても，明記されている。それによると，
期末感謝金の対象は代理店への店入販売額であり，登録特約卸店への直送分については帳合料が献呈さ
れるとされている。また，登録特約店直送分にっいても登録店特約店に対して期末感謝金が贈呈される
とされている。そのいずれも「花王製品代理店取引規約」に示されたような規定にもとついて，半期毎
に支払われることとされた。
　保証信認金については，「花王製品の取引保証」として花王が代理店から取引総額に応じて預かること
とされ，その預かりは半年毎に贈呈する期末感謝金をもって充当することが出来るとされた。また保証
信認金には毎半年毎に銀行預金利率の利息を支払うことや，信認保証金は原則として取引解除の場合の
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外は返金しないことも規定されている。
　他方，代理店の違背行為に対しては，警告，期末感謝金の制限または停止，期限付の取引制限または
停止，解約，在庫品の引渡しなどの措置を講ずることも明記されている。
　このように，これまで，取引主体間のみの合意にもとつく慣行的な取引条件が，政府への届出文書で，
いわば公式に明示されたのである。
　③小売店段階への再販導入
　1964年9月以降，花王では，卸段階を超えて小売段階までの再販制を導入することとなった。卸段階
までの再販だけでは，小売段階での価格維持には限界があったためである。大福商事を相手方とする同
年8月27日付けの「再販売価格維持契約成立届出書」によると，同年9月27日以降，大阪市地域より
実施して順次地域を拡大することとされ，後の多喜屋花王を相手方とする「再販売価格維持契約成立届
出書」によると，同年10月10日より新規に小売店の取引段階までの契約条項が制定された，とされて
いる。
　④小売段階までの再販契約の内容
　小売段階までの再販が導入されたことにより，届出に際しては，上述の代理店や登録特約卸店に関す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、る「規約」や「契約書」のほかに，花王再販製品取扱小売業者すなわち花王再販ファミリーストアに関
する「規約」と「契約書」も添付されることになった。
　その「契約書」によると，花王再販卸店は花王再販製品をファミリーストアに販売する場合には，必
ず本舗が指定する「統一伝票」を使用し，その売上伝票の控を各店の口座別に整備して本舗の指示に従
い本舗に直接報告すること，とされた。これによって，卸店から小売店への販売ルートが明確にされる
とともに，いわゆる「1店1帳合制」の実現がはかられることになったのである。
　また，ファミリーストアは，「花王再販製品の全商品を常備」するとともに，本舗の意思にもとつく花
王再販卸店の指示する小売販売価格を厳守して販売し，花王再販卸店および本舗の承認する場合の外は，
歩引，値引，景品付，または他商品との抱き合せ等による間接割引を一切してはならないとされた。こ
こで規定される「本舗の意思に基づく花王再販卸店の指示する小売販売価格」すなわち小売再販価格は，
その指示価格という欄に示されるように幅があった。その指示価格は，小売定価から，概ねその1割引
きまでが可能とされており，いわゆる「値幅再販」であった。
　この1割の幅というのは，前述の大阪での小売店の回訪調査の際のザブの店頭小売価格でも，ある程
度，許容されていた割引幅とみることができる。したがって，この小売再販の実施にあたっては，そう
した現状での小売価格の許容範囲を反映させて，値幅を設定したものと考えられる。
　なお，ファミリーストアの違背行為に対しては，上述の代理店に対するそれとほぼ同様の措置が適用
されることも規定されていた。
　⑤各段階のマージン
　ここで，再販制度導入時の各流通段階でのマージンにっいて確認しておこう。公正取引委員会宛の「届
出書」では代理店，登録特約店および取扱卸店のマージン率はいずれも4．25％，小売店のそれは18．96％
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と設定されている。
　各段階の利益率を試算してみると，1964年1月10日の改訂卸再販以降の卸店利益率をザブについてみ
ると，卸売価格42円から製販価格41円を差引いて41円で除した結果，2．44％となる。これにザブの現
金取引の割引率2％とを加えると，4．44％となる。また同様に同時期の他商品についての卸店利益率を試
算すると，現金割引率を加えて，エマールS，ワンダフルK（粉末），同（液体）マイペット，花王ソフ
ターおよび花王ブリーチが4．56％，ピッチで4．44％となる。したがって，いずれも現金割引が適用され
たと仮定した場合の卸店利益率は，再販導入時に代理店マージン率として示される4．25％よりも高いこ
とになるが，この差は，現金割引が適用されない場合も含んだ全体の標準とみることもできよう。
　この代理店利益率を従来のそれと比べて見ると，ザブの現金取引が導入された翌年の1961年のザブの
代理店利益率は，卸価格から再販価格を差引いた額の再販価格に対する比率が2．38％であり，これに現
金割引率2％を加えると4．38％となる。したがって，再販制度で提示された代理店マージンの4．25％と
上記試算値4．45％の間の数値となっていたことになる。したがって，卸店再販導入に際して，代理店利
益の基本部分にっいては，従来の利益率と大きく異なることなく設定したとみることができよう。
　一方，小売店マージンにっいては18．96％とされたが，ザブを指示価格の最低価格で販売する場合は最
低小売価格の45円から卸価格42円を差引いた3円を42円で除すると，7．1％であるが，指示価格の最
高額すなわち小売定価で販売する場合は，50円から42円を差引いた8円を42円で除して19．05％とな
る。ピッチの場合もザブのそれと同率であるが，エマールS，ワンダフルK（粉末），同（液体），マイペ
ットで同様に試算すると，指示価格の最低額での販売の場合の小売店利益率は12．5％，小売定価でのそ
れは25％であり，その平均は18．75％となる。
　したがって，再販制度で提示されたされた小売店マージンは，ザブやピッチの小売定価の場合の小売
店利益率の19．05％と，他の商品の値幅枠内の平均小売店利益率18．75％の間に設定されていたとみるこ
とができる。
　4．P＆Gの日本進出と日本企業の競争戦略
　（1）　日本進出の模索と初期段階
　①中央石鹸との提携
　1961（昭和36）年，P＆Gは，東京の中央石鹸とキャメイ石鹸を主力とする諸製品の輸入代理店の契約
を結んだ。P＆Gとしては，日本での貿易の自由化が進行するなかで，信頼できる輸入代理店を探索して
いた。こうした動きに即応したのが，この年に中央石鹸に入社した丸山源一であった。丸山は，1948年
から契約締結前年の1960年まで商社の野崎産業に勤務し，そのうち8年間をニューヨーク支店で過ごし
ていた。父親の創業した中央石鹸は卸問屋であり，長期的な視点に立ってその将来像をみすえたとき，
その経験を生かして，有力海外メーカーの製品で，日本に類のないものの販売権を持って全国の問屋小
売店への供給先となりたいと思い，自分が「先頭に立って，海外に出張し，洗剤・化粧品分野の一流会
社のトップに面談して回った」という。
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　大手の輸入商社もP＆Gに対して輸入代理店資格の獲得の交渉を続けるなかで，中央石鹸が選定された
のは，中央石鹸が主に百貨店向けに取引していた信用と実績を認知させたことによる。その際，アメリ
カの産業界に通じた丸山源一の交渉力が大きな力となったのである。
　こうして，P＆G製品の戦後日本の市場への参入は，デパートでの贈答用商品の販売をもってスタート
した。石鹸を贈答用商品とする商習慣のないアメリカのP＆Gにとって，それは，意外なことであったと
いう。ただし，日本側では，贈答用として外国企業の化粧品石鹸製品が参入する可能性があることは，
1959年2月に石鹸工業会と油脂工業会とが連名で通産省に提出した答申のなかでも明記されており，す
でに予測されていたことであった。こうした予測を丸山源一は，外資による圧力としてではなく，むし
ろ戦略的に捉え，「お歳暮」や「お中元」の箱詰商品として販売することをP＆Gに理解させるために，相
当の努力を払ったのである。
　後述するように，P＆Gは，商品の広告や販売網の面で，日本の商業や消費者の慣習を学習しつつ日本
市場に浸透してゆくことになるが，中央石鹸との提携は，そうした日本の異なった経営風土を学習する
初めての機会となったといえよう。
　②花王への協力の打診
　その後，資本の自由化を控えて，花王などでは，現金取引制度や再販売価格維持制度の導入および花
王販社の設立など，P＆Gの日本進出に備えた流通面の諸施策を展開した。ちょうど卸店へ再販制度が導
入された1963（昭＄n　38）年，花王の伊藤英三社長とP＆Gのアジアおよびラテンアメリカ地区製品開発担
当のウェイドとの間で，P＆Gの日本進出に際しての花王との協力を模索する意見交換がなされることに
なった。ちなみに，このウェイドは，すでに1950年代初頭に日本のいくつかの石鹸工場を視察した経験
をもっていた人物である。さて，その花王との協議の際，P＆G側は，日本進出の意図を問われたのに対
して，その段階では人材不足などをあげて否定しながらも，進出する際の具体的協力関係の質問につい
ては，ヨーロッパの実績によって例示し，今後も花王との話し合いを継続するかたちで終えたようであ
る。
　P＆Gと花王の間では，1969年12月の台湾花王の設立時のP＆G現地法人の継承という関係があったも
のの，日本での具体的な提携の動きはみられなかった。1970年4月になって，P＆Gの国際担当のシャッ
トが来日し，伊藤社長はじめ花王首脳と会談の場をもった。当時，P＆Gでは，すでに日綿を通じて日本
油脂，東洋綿花を通じてミヨシ油脂から非公式の提携の打診があったようであり，これらの会社を訪問
すると同時に，花王との石鹸・洗剤事業の合弁の可能性を確かめることが目的であった。
　伊藤社長は，シャットから出された提携の打診について，具体的に困難な問題が多いと前置きしたう
えで，出資比率や提携による経営上のメリットにっいて質問した。シャットは，前者については，P＆G
の100％を望みたいが日本では50％しか認められないであろうとの見方を示し，また後者については，
P＆Gがこれまで世界の市場でリーバ，コルゲート，ヘンケルなどと世界で競争しながら優位を保ってき
たノウハウを提供できる，との回答を示した。その後，出資比率や提携会社の業績評価基準などの見解
も示されたが，花王としては，生産と販売の両面で石鹸・洗剤部門だけを切り離すことは事実上難しい
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ことなどを主張した。さらに，P＆Gの日本進出にともなう競争激化の懸念と，花王自身もそれに備えた
合理化の努力を続けていることを補足し，継続的な検討の可能性を残しながらも会談が打ちきられた。
　その後，花王首脳とP＆Gとの間で書簡も交わされた。花王では，5点ほどの質問を提示したが，結局，
大きな進展がみられず，後述するような別のかたちで，P＆Gは日本市場への進出を果たすことになる。
　なお，花王の提示した質問のなかには，日本の流通機構や，その革新として花王が独自に構築した販
社制度についてもふれてあった。これは，P＆Gの日本進出にとって重要な示唆となったはずであるが，
その当時のP＆Gでは，その重要性を充分に理解できなかった。P＆Gが，日本の流通の実態についての学
習の必要性を痛感するのは，後述するように，ある段階を経た後のことになるのである。
　（2）　日本での法人設立と市場参入
①P＆Gサンホームの設立
　P＆Gとの交渉は，花王はじめいくつかのメーカーとなされたようであるが，その後，P＆Gでは，モル
ガン銀行と伊藤忠商事を通じて，日本サンホームが提携申し入れについて耳を傾ける意志のあることを
知り，早速シャットが交渉に乗り出した。この日本サンホームは，1969年10月に第一工業製薬，旭電化
工業，ミツワ石鹸との共同出資によって設立された，洗剤・石鹸などトイレタリー商品の共同販売企業
である。
　1971年7月にいたって，P＆Gと日本サンホームとの合弁会社設立の協議が具体化されるにいたり，
1972年9月1日には，P＆Gと日本サンホームとの基本契約が成立して，1972年11月13日には通産省の
認可が得られた。
　まず同月に日本サンホームと伊藤忠商事との共同出資による，エヌ・エス・エイチ・サンホームが設
立された。同社は，日本サンホームの業務を継承する会社であり，日本サンホームが9億円，伊藤忠の
出資は1億であった。日本サンホームは，ある程度の販売力はもっていたが，花王やライオンと比べる
と商品開発力の面で劣るため，競争力を失いつつあった。そこで，P＆Gとの合弁によって，事態の打開
をはかろうとしたのである。
　設立翌月の1972年12月に，エヌ・エス・エイチ・サンホームは倍額増資し，増資分の10億円をP＆G
が引き受けて，資本金は20億円となった。これと同時に商標変更が行われて，新しい会社となったので
ある。新会社への各社の出資比率は，日本サンホームが45％（9億円），伊藤忠商事が5％（1億円）そ
して，P＆Gは，1970年9月の第3次資本自由化で示された第一類自由化業種の規定に相当する50％（10
億円）となった。
　ところで，この日本サンホームとの提携による日本進出について，P＆G本社のトップのなかには，た
とえばP＆Gインターナショナルの担当であったガーグナスのように，異議を唱える者も多かった。反対
の理由は，日本サンホームがパートナーとして弱者であることや，より強力なパートナーや洗剤より際
だった商品の登場を待って参入する道を選ぶのが賢明であるということであった。しかし，ハワード・J・
モーゲンス会長が，日本で日本企業と競争することの重要性を訴えて，シャットの日本進出の意向を支
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持したことで，参入が決定したのである。
　さて，新会社の商号は，プロクター・アンド・ギャンブル・サンホーム（以下，P＆Gサンホームと略
記する）と改められ，発足に際して，概ね次のような契約が交わされた。
　①P＆G社としては，新会社に対し現在所有し，かつ将来所有する製造および販売に関する商標，特
　　許，その他処方資料ならびにknow－howをライセンスする。
　②日本サンホーム㈱の100％子会社であるミツワ化成㈱を，新会社の生産拠点とするため，日本サンボ
　　ーム㈱は，その所有する株式全部を新会社に売り渡す。日本サンホーム㈱は新会社に，その家庭用
　　部門資産を売渡し営業を譲渡する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くママラ　③新会社は，日本サンホーム㈱が従来利用していた生産源を利用するものとし，第一工業製薬㈱，旭
　　電化㈱に生産を委託する。第一工業製薬㈱，旭電化㈱は，その所有する商標，特許権のうち，日本
　　サンホーム㈱の使用しているものにっいては，使用権，実施権を新会社に許諾する。
　上記の内容に示されるように，新設のP＆Gサンホームは販売と研究・開発を主に担当し，第一工業と
旭電化が生産を担当するというものであった。これに関連して，上記の第2番目のなかにあるミツワ化
成は，すでに1967年2月に第一工業製薬が3分の1の株式を取得し経営参加していたが，日本サンホー
ム設立とともに同社の子会社となっていた。ところが，ミツワ化成の設立母胎であり，日本サンホーム
に参加していたミツワ石鹸が新会社のP＆Gサンホームに参加しないことになった。このため，ミツワの
関係会社であったミツワ化成の高崎工場を生産の主力として，日本での事業を展開することを確認した
ものと思われる。
　日本国内の販売を担うP＆Gサンホームの役員は，日本サンホーム社長であった圓城佳逸（第一工業製
薬社長）はじめ，日本サンホームから三浦隆彦はじめ5名，伊藤忠から1名，P＆Gからは副社長に就い
た上述のシャット（マーケティング・アジア・ラテンアメリカ国際部長）はじめ6名という布陣であっ
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　いずれにせよ，こうして，P＆Gは，ユニリーバに続いて，日本への資本進出を果たすことになった。
当時，契約調印のために来日したハワード・J・モーゲンス会長によれば，石鹸・洗剤分野で，日本サン
ホームの持つシェア15％維持を第一に考え，将来20％ぐらいのシェア獲得を目標として，事業をスター
トさせることになったのである。
　このP＆Gサンホームの設立にともない，かってP＆Gの日本の輸入販売総代理店契約を結んだ中央石鹸
（1970年に中央物産へと商号を変更）は，P＆Gサンホームが営業を開始した1973年以降は，国内代理店
へと契約内容を変更した。
　なお，日本サンホームの家庭品部門がP＆Gサンホームへ移行したため，日本サンホームには業務品だ
けが残されていた。しかし，その業務品部門も，1973年5月に設立されたゲンブ株式会社に継承されて，
日本サンホームは解散するにいたった。
②全温度チアーの発売と花王の対抗戦略
　日本サンホームが設立された頃，花王は，家庭用品全般の売上高でも，合成洗剤のシェアでも，一時
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的とはいえ，ライオン油脂の後塵を拝する状況にあった。シェアの劣位は，P＆Gサンホームが設立され
た時期にいたっても，回復できていなかった。このため，外国資本と日本資本が提携した新しい競争相
手の出現に対しても，注意を要する状況にあったといえよう。
　さて，その新会社のP＆Gサンホームの商品は，1973年の1月1日をもって営業を開始してから，しば
らくの間，前身会社の日本サンホームの設立主体であった第一工業のアルコカラーやモノゲンなどの衣
料用洗剤や，同じく設立主体であった旭電化のアデカなどの石鹸であった。同年3月，P＆Gサンホーム
では，初めての自社商品である衣料用重質洗剤，全温度チアーを，まず京阪地区で限定的に発売した。
この京阪神でのテスト販売を経て，同年6月には広島地区でも販売され，同年9月の北海道を初めとし
て翌10月にかけて全国へと販売した。その際，西日本では第一工業，東日本では旭電化というそれぞれ
の既存の流通網を通じて販売したのである。
　チアーが関西で限定発売される前月の1973年の2月，花王では，重質洗剤ポピンズを発売した。この
新製品発売の目的は，重質洗剤の収益性の向上とシェア拡大をはかると同時に，欧州に於ける過ほう酸
ソーダ配合洗剤による高温洗濯と同等の効果を日本の洗濯条件に於て実現しようとするものであって，
外資，特にP＆Gの動きを先取りしようとしたのである。
　P＆Gでは，全国販売直前の9月5日，関東甲信越地区250社と東北地区66社の販売代理店を集めて全
温度チアー発売会を開いた。その際，関西地区での洗浄力へのクレームがあったことなどのスタート時
のつまずきを披露しながらも，テレビを中心とする宣伝を展開することを公表した。
　花王では，こうしたP＆Gの動きを察知して，チアーの全国発売を9月下旬からと判断して，1億5，000
万円の予算外の資金を投入して，大量の出荷と広告宣伝によって小売店配荷率を高めて，4重賞洗剤の総
合力を以てチアー一．を迎撃する戦略を決定し公表したのである。
　③チアー販売の限界
　さて，このP＆Gサンホームによる全温度チアーの販売は，製品の訴求面と流通チャネル面の不十分さ
から，所期の成果が得られなかった。まず，製品の訴求面では，全温度ということで，温水でも冷水で
も洗浄力が変わりないことをアピールしたものであった。っまり，冷水でも温水と同様の洗浄力がある
という点で，他社製品との違いを強調したのである。しかし，水道水や風呂の残り湯で洗濯する習慣の
日本の消費者にとっては，訴求の要点であった冷水で洗浄力が発揮されるというのは当然のことであり，
また風呂の残り湯の温度帯での洗浄力の効果が明示されていないことは物足りないものであった。
　そうした訴求点を特徴とする広告は，日本の消費者事情を斜酌したものでなく，消費者心理のなかに
「アメリカ飽和」という，いわば戦後のアメリカナイゼーションの蓄積に対する抵抗感を認識できない
ものであったといえよう。その要因のひとっとして，そうした広告・宣伝を，アメリカ人スタッフによ
って構成されたアメリカの広告宣伝会社の東京支店に頼ったこともあげられよう。
　他方，流通面では，販売を担った日本サンホームの設立母胎3社のそれぞれの取引関係と取引構造が
そのまま継続し，1社として充分に統合されていなかった。従来，第一工業製薬は西日本の代理店との関
係が強く，旭電化は東日本が強かった。さらに旭電化の代理店は，ミツワとも親しい関係にあった。前
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述のように，1969年10月に日本サンホームが設立されてからも，代理店側は，日本サンホームの担当者
が，3社のいずれの出身者であるかによって，対応を異にしたのである。また，スーパーの帳合でも，「ア
デカ出身者はアデカの特約店につけたいし，第一工業の出身者は第一工業の特約店につけたい」という
状況であった。
　1973年にP＆Gサンホームが設立時点でP＆G独自の流通チャネル戦略も展開されなかったし，そうし
た特約店との関係の状況が5年ほど続いたという証言もあるので，そうした状況に大きな変化がなかっ
たと思われる。なかには，アメリカのP＆Gの有力商品ということで，全温度チアーを熱心に取り扱う卸
店も少なくなかったようであるが，旧態依然たる流通構造のままであったとすれば，P＆Gサンホームと
しての流通戦略を浸透させることは難しい。他方で，競争会社の花王は，販社という自社流通網を活用
したうえでの対抗措置を講じていたのである。テスト・マーケティングを開始して2～3ヶ月のうちに値
崩れを起したのも，また全温度チアーの配荷率が実質30％程度にとどまったというのも，P＆Gサンホー
ムの流通戦略の不備に大きな要因があったといえよう。
　さらに，同年末に発生した石油危機による洗剤の品薄感は，全温度という訴求面を無意味なものして
しまった，といえる。
　このように，P＆Gサンホームは，日本参入の初期段階で，旧態依然とした流通機構と誤った広告・宣
伝という自らの失策と，花王など有力な日本企業の対抗戦略，および石油危機による市場の混乱によっ
て，つまずきをみせることになった。これは，「厳しいスタート」（rocky　start）であり，その後も続く
「困難な道のり」（hard　way）の始まりであった。
　（3）　日本でのアメリカ式経営と反発
　①アメリカP＆Gによる完全子会社化
　所期の業績を上げ得ないなかで，P＆Gサンホームは，所有と経営の両面で，アメリカのP＆G本社の統
制を強化する方向へと進んでゆくこととなった。
　まず資本についてみると，1974年8月には従来の資本金20億円に10億円を増資して30億円とした。
増資分をアメリカのP＆G側で引き受けたので，日本側の出資比率は34％弱に低下した。また同年11月
には，倍額増資して60億円とし，翌1976年にはさらに倍額増資して120億円となった。1977年6月に
は，親会社のアメリカP＆Gが120億円を投入して，240億円に増資した。
　日本側出資者の1社であった第一工業製薬では，その間の1975年6月以降，自社の業績悪化とP＆Gサ
ンホームの経営不振や増資の際の出資負担の問題などから，資本を撤退し，出資分（14％）の一部を引
上げる意向を明らかにしていた。その2年後の1977年7月の新製造契約締結時に，第一工業製薬は，保
有株式全部をP＆Gに売却した。こうして，次第に日本側の出資比率を低下させていったP＆Gサンホーム
は，ついに1978年7月25日，唯一の日本側出資者となっていた伊藤忠商事が保有していた株式50万株
（2億5，000万円分）をアメリカP＆Gが取得したことによって，アメリカP＆Gの100％子会社となった
のである。
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　このほか，生産体制の整備のために，1975年10月には，P＆Gサンホーム設立に参加せず同年に会社を
整理したミツワの冨士工場を買収するとともに，ミツワ石鹸の商標も買収した。
　②P＆Gサンホームの意思決定構造
　ところで，経営と意思決定の面にっいてみると，ちょうど60億円に増資した時期の1974年11月，P＆G
サンホームの社長は，それまでの圓城佳逸から，アメリカP＆Gから派遣されたネデールに代わっていた。
　しかし，ネデールは，日本語を話せないこともあって，日本の各地域の事情を理解するに際しては，
日本側のパートナーたちに依存した。また，「ミスター・テレックス」といわれたほど頻繁に，些細なこ
とまで，アメリカの地域担当のシャットら上司に報告し，またアメリカから派遣された経営陣の助言に
したがった。
　前述のチアーの発売も，本社シンシナチからの指示によるところが大きかったのであり，P＆Gサンボ
ームという日本法人の意思決定構造は，アメリカP＆Gのコントロールと日本側パートナーとの補完関係
によって成り立っていた。それは，あくまで補完であって，日本側の円城にせよ，アメリカ側のネデー
ルにせよ，みずからの経営構想を主体的に戦略として打ち出せる状況にはなかったとみられる。すなわ
ち，相互の綿密な情報の交換にもよつく創造的な経営が展開される状況にはなかった。
　（3）　花王の「丸田書簡」とその波紋
　P＆Gサンホームが所有と経営の両面でアメリカ本社の色合いを濃くしてゆくなかで，花王の丸田芳郎
社長は，1977年7月19日付けで，日本石鹸洗剤工業会会長（沼田明花王石鹸株式会社会長）宛てに，P＆G
の「安売り」を非難する書簡を送付した。丸田は，P＆Gサンホーム社が，日本の商習慣を無視して，少
しでも販売量を伸ばしたい小売業の商売心理を巧みに利用して，同社製品を囮商品化させ，その結果と
して市場シェアを拡大するやり方は，まことに遺憾であります，と訴え，倫理無き多国籍企業の行動に
は正面から対抗せざるを得ない，と強調した。
　同様の趣旨の書簡は，全国石鹸洗剤化粧品歯磨雑貨卸商組合連合会（全卸連）や日本石鹸洗剤工業組
合にも提出されたが，丸田が，そこまで，強く非難するに至ったのは，P＆Gサンホームが，安売りでシ
ェア拡大をはかる勢いが目に余ったからである。また，前述のP＆Gサンホームの相次ぐ増資も，丸田は，
日本での損失をアメリカ本国の巨大な利益で吸収，節税をはかりながら，日本においては，いっさいの
事業にかかわる税金を納めることなく，日本での市場シェアーの強引な拡大をはかっていることの証左
にほかならない，と断じた。
　その当時，P＆Gサンホームは，1976年の液体ボーナス，翌77年の台所用洗剤ボーナスを発売し，1978
年の日本でのシェアは，花王の35～40％，ライオンの25％に続いて，20％までになっていた。すなわち，
P＆G本社のモーゲンス会長の述べた目標数値に達する勢いであった。ところが，それは，全温度チアー2．
65キログラム入りで790円から850円の価格帯のものが，スーパーで598円，平均価格606円までに引
き下げられ，一部地域では，半値以下までに安売されていることを背景としたものであった。花王の各
販社報告によると，値下げは，札幌や青森では298円，静岡では300円，広島では398円というレベル
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にいたったところもあったという。
　P＆Gサイドにしてみれば，そうした行動は，そもそも小売価格に対してメーカーがとやかくいう筋合
いのものではなく，仕入価格を勘案していくらの値札をっけるかは小売サイドが考えることである，と
後に当時のことにっいて述べているように，流通の各段階での自由な価格競争をはじめとする，自由取
引の保証こそが公正とされるアメリカ流の商習慣に則ったものと理解された。
　しかしながら，こうした安売りによる利益圧迫と宣伝費によって，P＆Gサンホームは1978年までの間
に200数十億円という赤字を経常しており，この損失を埋めるための増資であるというのが丸田による
批判の重要な骨子であった。P＆Gサイドでは，この赤字について，後に，累積損失200億円は，運転資
金としての赤字だけではなく，工場のライン増設や高崎工場の公害防止施設の投資，ミツワ石鹸がもっ
ていた冨士工場の買収資金などを含めたものであって，日本市場に定着するための投資として必要であ
った，と述べているが，少なくとも当時の日本の競争企業の眼には，安売りによる赤字とその補填のた
めの増資と映じたのである。
　丸田書簡を受け取った石鹸洗剤工業会では，1977年7月22日の理事会で，花王側の趣旨説明を求める
一方，P＆G側の反論も聞いたが，歩み寄りは見られなかったようである。その後も，国会議員などの斡
旋による解決の道を探る機会がもたれたが，P＆G側の，問屋，スーパーが独自の判断で行っているもの
で本社は価格問題には関与していない，との姿勢は変わらず，結局，花王は，対抗措置として，一部の
地域での安売りを断行するにいたった。その地区の花王のシェアが60％から80％にまで上昇したことで，
花王側は安売り効果を実証的に示しながら，和・戦両用の構えをとったのである。
　こうした事態を憂慮したライオン油脂の小林宏会長が，1977年9月16日付けで，石鹸洗剤工業会に対
して，花王とP＆G両社が価格競争による対決を実行に移すとすれば，その影響は業界全体を泥沼のなか
にのめり込ませ，その結果，流通に携わる卸店・小売店の利益を奪い，多大な混乱を招くだけでなく品
質の低下により消費者にも迷惑をかけることになるのは必定，との意見書を提出し，両社の自重を求め
た。花王サイドにしてみれば，好んで廉価販売を実行したわけではなく，P＆Gの廉価販売の撤回を求め
る手段としてやむなき措置であったから，小林ライオン油脂社長の憂慮には，むしろ共鳴さえした。
　その後，P＆G側は，通産省から事情聴取も受けたことも報道され，　P＆Gサイドも安売りを収束させる
方向へと転じた。先のチアーと同様，P＆Gによるこうした価格政策は，アメリカにおける商習慣をその
まま公正として日本へ持ち込んだものであった。当時の日本の洗剤市場では，かつての業界の乱売に対
する，いわば一時的「休戦協定」としての再販売価格維持制度を1964年に小売段階まで導入し，11年を
経た1975年9月に，洗剤が再販指定品目から除外されたばかりであった。また，その前後に批判主体の
花王では，販社という自社卸流通網を整備し統合の段階に入っていた。
　すなわち，日本の洗剤市場は，ようやく政府の保護的規制の枠をはずして，本来の自由競争の原則に
もとつく，適正かっ公正な取引の浸透が期待される状況にあった。このため，P＆Gの行動は，従来から
の各流通段階での信用取引にもとつく伝統的かっ長期的な商習慣を無視したというだけではなく，落ち
着きが期待された当時の洗剤市場の事情をも無視したものでもあったといえよう。
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　（4）　反論提示者の資質
　ところで，P＆Gの日本市場での行動に公式に意義を唱えた丸田芳郎は，1950年11月から翌52年3月
まで，アメリカを視察し，P＆Gの技術やさまざまな経営手法に感銘を受けて帰国した。その成果のひと
つとして日本で開花したのが，タイド（TIDE）に倣った合成洗剤のワンダフルであった。その後も，丸
田はP＆Gから学ぶところがあり，親密な関係が築かれていた。
　このため，丸田の眼には，P＆Gの日本市場での廉価販売と増資行動が，信頼を裏切る行動にも映った
であろう。そうした信頼関係があったからこそ，書簡送付にさきだって，東京と大阪で通産省担当官立
ち会いのもとでネデール社長と会談し，また前述の書簡送付の直前の7月15日には，P＆G本社のハーネ
ス会長に真意を確かめる手紙を送付していた。しかしながら，それらの反応は，いずれも丸田にとって，
納得できるものではなく，前述のような書簡による公式な抗議声明を提出するにいたったのである。
　そうした日本の事情を無視した外資系のP＆Gに，抗議し対抗する手段を講じた経営者が，先の丸山源
一と同様に，アメリカの事情に詳しい日本の経営者の丸田芳郎であったことにも注意しておきたい。
　（4）　P＆Gの日本での市場開拓と競争
　①日本P＆Gの設立とパンパースの発売
　P＆Gの洗剤市場での行動に対する日本の業界の反発が現れる前年，P＆Gでは，別途，日本市場への製
品参入を計画して，新会社を設立していた。1976年8月に設立された，アメリカP＆Gの100％出資によ
る，資本金15億円の日本プロクター・アンド・ギャンブル（以下，日本P＆Gと略記）である。
　日本P＆Gでは，翌年の1977年10月に，紙おむつのパンパースを，福岡県と佐賀県でテスト販売した。
そして翌1977年6月には東海と北陸で，同年9月には関東と静岡で，それぞれ発売し，1979年3月まで
に全国市場へと展開した。
　パンパー一スは，1987年に明石工場での生産が開始されるまで，アメリカの工場から輸入した製品を販
売した。デザインもサイズもアメリカ人向けのものであり，パッケージもアメリカ人の赤ん坊のままで
あって，日本人向けにカスタマイズする努力がなされたものではなかった。さらに，マーケティング手
法も，各家庭のほか，病院，母親教室などに，紙おむっ7枚を箱に入れたサンプルを配布するというサ
ンプリング作戦いわゆる絨毯爆撃方式であった。いずれも，アメリカ式経営手法の直接的な導入であ
り，製品仕様の直接導入は，やがて市場競争の激化とともに問題が顕在化する。しかし，当初は，問題
とならなかった。むしろ，アメリカ式マーケティング手法によって，市場規模とP＆Gのシェア拡大の面
で，大きな実績を残すことになったのである。
　当時の紙おむつの普及率は1％程度であり，メーカー出荷ベースでの市場規模30～40億円程度であっ
たが，パンパースのマーケティングによって，母親たちの関心を大きく引付けたことで，市場が急速に
拡大し，1978年には150億円に達した。そのうち，日本P＆Gのパンパースのシェアは，80～90％を占め
ることとなった。そして1980年2月には，パンツ・タイプのおむつリジョイスを福岡と佐賀でテスト販
売し，同年5月には，大人用のパンツ・タイプおむっアテントのテスト販売を静岡で開始した。同年の
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市場規模は，195億円に達したとされている。
　②ユニ・チャームの市場参入
　日本では，すでに1960年に興人プリシラが紙おむつを発売していたとされるが，日本P＆Gのパンパー
スの登場は，日本の紙おむつ市場を拡大させることに大きく貢献した。この日本P＆Gのパンパースに対
して，日本企業では1980年に大王製紙のウォーキー，1981年にユニ・チャームのムーニーが競争商品と
して市場に参入した。
　とくにムーニーは，機能性を重視したパンパースに対して，赤ちゃんの肌に合った，あてやすい紙お
むつという点を訴求したことで母親たちの好評を得て売上げを伸ばしていった。そして翌1982年には，
吸水ポリマー入りの紙おむつを発売し，日本P＆Gと市場を分け合い，急成長したのである。
　ユニ・チャームは，パンパースをにらみながら，ムーニーの発売に先立って「製品はいっでも発売で
きる。P＆Gがもっと市場を拡大してから進出する」と余裕をうかがわせるコメントを述べたとされる
が，その自信を支える技術的要因としては，生理用品の市場で培った不織布や吸水性の技術があったと
思われる。
　日本P＆Gでは，従来の輸入品の販売から日本での生産へと切り替えるため，1982年5月に明石工場を
竣工させた。しかし，ムーニーの参入によって，いわば独壇場であった日本市場のシェアを徐々に低下
させてゆくこととなった。
　③市場規模・普及率の拡大傾向
　ところで，ムーニー発売の1981年で紙おむっ市場は，出荷ベースで約240億円にまで拡大していたが，
その一方で，普及率はまだ欧米と比べると低かった。比較的紙おむっへの転換が進んだとされる東京の
1982年12月の調査でも，紙おむつを主に使用する母親は2％，布おむつとの併用が55％，布おむつだけ
が43％という状況であった。やや後の数字であるが，この頃，フランスでは普及率88％（市場規模約900
億円），アメリカでは普及率75％（市場規模約4，000億円）とされていたから，まだまだ日本市場の普及
率はかなり低かった。
　普及率が，欧米と比べて低い需要要因としては「子供のための手間を惜しむのは母親失格」という社
会的風潮があったし，使用感で紙おむっの布おむっに対する優位性が示されていなかったことがあった。
紙おむつは，まだアウトドア用という，布おむっの補佐役の地位を脱していなかったのである。しかし，
子供をもった女性の社会進出を容認する社会的認識の変化や，前述のムーニーような良質の使用感をも
った製品の登場，さらには，その使用感にも関わる吸水性ポリマーの技術によって，市場規模と普及率
の拡大が期待される状況となったのである。
　④花王によるメリーズの発売
　花王では，すでに1977年10月のR＆D会議で，紙おむっ発売の条件を検討しており，1979年2月に
は，商品設計のコンセプトが開発チームでまとめられ，同年11月には商品名がメリーズと命名された。
すでに1978年発売の生理用品・ロリエで，不織布や吸水性ポリマーの技術を蓄積していたが，紙おむつ
には，そうした技術の改良のほか，透湿シートやもれ防止用のワンダーゴムの開発が加えられた。
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　1982年4月，花王では，Nプロジェクトと称するメリーズ発売のための全社プロジェクトをスタート
させた。P＆Gのパンパ・一・ス，ユニチャームのムーニーという先発商品を超える支持を得ることが最大の
目標であり，そのために試作品の改良が重ねられた。
　消費者への訴求点としては，試作品の使用テストの反応に注目して「赤ちゃんぐっすり，安心のメリ
ーズ」と決めた。吸水力と水分保持力を，消費者の立場に立って表現したものといえよう。さらに，ワ
ンダーゴムに色を付け，その位置を変えることで，もれ防止機能を明示する工夫も加えられた。
　1983年11月，近畿，北陸，南三重，徳島でメリーズが発売されたのを皮切りに，翌1984年3月に東
京を含む関東全域といわき市，同年5月には信越，静岡，沖縄，同年6月には中部，九州と販売エリア
を拡大し，同年7月の東北，北海道での発売をもって，全国販売を完了した。生産拠点は，当初は栃木
工場のみであったが，1985年下期には，愛媛サニタリー・プロダクツでも紙おむつの生産を開始し，栃
木工場のラインも増設された。この増設は，メリーズの需要の伸びに対応したものであり，1984年には，
メリーズは，有名ブランドへと成長した。
　その頃，日本での国内生産を開始した日本P＆Gでは，1983年5月に大人用紙おむつのアテントを発売
し，同年5月には通気カバー付きの新しいパンパー一スを発売していた。またユニチャームでも，パンツ
型ムーニーのほか，メリーズが発売された1983年11月には低価格紙おむつのマミーポコを静岡で発売
し，翌1984年6月には全国販売を完了した。このように，紙おむつ市場は，大人用へと製品ラインを拡
げる一方，各社の競争商品の登場とともに市場規模が拡大し，1983年には270億円台となり，さらに拡
大の方向をたどった。
　急拡大する紙おむっ市場は，花王の参入もあって，国内企業がP＆Gを追撃する競争状態となった。1983
年，かつて80～90％を占めたP＆Gのシェアは47％にまで落ち込んだ。これに対して，ユニ・チャームは
44％と躍進し，翌1984年にはトップとなった。1985年のマーケット・シェアは，ユニ・チャームが44％，
花王が31％，日本P＆Gが17％となり，日本P＆Gは，日本企業の後塵を拝することとなったのである。
　⑤洗剤無リン化への対応
　ところで，1973年の石油危機後の洗剤パニックと，原料・コストの上昇によって1975年に合成洗剤の
生産量は大きく減少した。さらに，合成洗剤の副原料のトリポリ燐酸ソーダに含まれるりんなどによる
富栄養化問題が社会的に大きな問題として取り上げられ，洗剤の低りん化と無りん化が業界の大きな課
題となっていた。すでに，ライオンでは，1973年10月に日本の業界では初めての無燐洗剤・せせらぎを
発売していたが，その直後の石油危機で市場に浸透しなかった。
　ライオンでは，1975年11月以降，スパー一ク25をはじめとして，一連の低りん洗剤を発売し，1979年
には酵素パワーを前面にうたった無りん洗剤トップを発売し，中小メーカー一・一も含めて無りん洗剤発売の
動きが加速した。ライオンが，当初，低りんにこだわったのは，トリポリ酸燐酸ソーダに代る多機能の
ビルダー（性能向上剤）を見いだすのが困難であったためであった。
　花王も，代替ビルダーを研究開発の主たる課題として取り組んだこともあって，無りん洗剤の発売で
は，ライオンより遅れ，1980年3月に，ようやく，有りん規制に対応し滋賀県で無りん洗剤ジャストを
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発売した。翌1981年7月には，無りんザブ酵素の発売を常務会で決定し，花王は，洗浄力への不満への
対応よりも，環境問題への配慮を優先させる方針を採った。これ以降，各社への無りん化への転換が急
速に進んだ。
　P＆Gでは，花王と同様に，有りん洗剤の優位性にこだわり，無りん化への対応が遅れた。1982年2月
になって，P＆Gでは，同年1月発売のダブル酵素全温度チアーを無りん化した，無りんダブル酵素チア
ーを近畿地区から発売し，無りん先発の日本企業を追撃する立場となったのである。こうした遅れにと
もなう業績悪化と2年前の55歳から60歳への定年延長による高齢化是正のために，P＆GサンホームのD・
P・ヘンリーは，日本進出以来初めて，50歳以上の管理職30人の希望退職を募ることとなった。これは
課長以上の管理職80名の4割近くにのぼるものであった。
　（5）　日本でのP＆Gの戦略転換
　①マースデンおよびヤーガーの派遣
　日本P＆Gが紙おむつ市場に参入した頃，P＆Gサンホームは，アメリカからの派遣経営者と日本の経営
者との間の緊張感が高まるとともに，革新を断行できる有能な後継者や若い人材を確保できないという
人材不足に陥っていた。加えて，明石工場の建設やパンパースの新規デザインへの負担や，パンパース
ほかP＆Gブランドが市場で所期の成果をあげないため，P＆Gサンホームと日本P＆Gの負債合計額は，
2，500億ドルに達していた。
　紙おむつ市場参入翌年の1980年，アメリカのP＆G本社では，会長がハーネスからスメールに代わり，
国際部長もガーグナスからアーツトに引き継がれた。このアーツトは，ヨーロッパで実績を上げた人物
であり，かつて日本への参入を決定したモーゲンス会長と同様に，日本市場で日本企業との競争に打ち
勝つことの重要性を強く説いた。アーツトは，スメール会長の支持を得ながら，各地域担当のトップが，
直接，国際部長に報告できるように国際部の組織を改める一方，日本に対しては強力な経営陣を派遣す
ることとした。
　1982年夏，マースデンとヤーガーが日本に派遣された。マースデンは南ヨーロッパ地域の経営を担当
していたが，日本でのP＆G2社の統括責任者を命ぜられ，同年8月にP＆Gサンホームの会長と日本P＆G
の社長に就任し，翌年1月にはP＆Gサンホームの社長にも就任した。一方のヤーガーは，オーストリア
のゼネラル・マネージャーから日本の広告部門の責任者として赴任したのである。二人は，就任直後か
ら，P＆Gの日本進出後の10年間を検討しながら，アメリカ流の経営方式をもって日本市場に猛攻をかけ
たことによる失敗とみなし，改革に着手していったのである。
②マースデンの新機軸とP＆Gファーイーストの設立
　マースデンの改革は，まず流通面から着手された。1983年3月には，問屋との取引条件を改定し，従
来，あいまいであったリベートや特別マージンを，メーカー出荷段階で明示するようにした。つまりP＆G
から問屋への請求書にネット・プライスが明示されることになり，問屋の利益管理面でもコンピュー一一タ
による経営改善面にも益するというねらいもあった。
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　また同年7月には，日本の消費者にP＆Gの活動と「紙おむつ」への理解を深めてもらうために，消費
者向けコミュニケーション雑誌『パンパースINFORMATION』を発刊した。
　これらの新しい試みは，これまでのP＆Gのアメリカ流一辺倒の方針から脱して，日本の流通機構の効
率的な部分を活用して共存共栄をはかるとともに，消費者の心理や行動を学習しながら，戦略を展開し
ようとする転換の現れであったといえよう。
　ところで，1983年8月，アメリカP＆Gでは，オハイオ州シンシナチに新会社のプロクター・アンド・
ギャンブル・ファー・イースト・インク（P＆GFar　EastInc，，以下PGファー・イーストと表記する）社
を設立し，日本のP＆G関係5社をこの新会社の日本支社（事業部）として統合すると発表した。5社と
は，P＆GサンボL－一ムとその製造会社のP＆Gサンホーム工業（高崎工場），　P＆G石鹸（冨士工場）および
日本P＆Gとその製造会社のP＆G産業（明石工場）である。記者発表の場で，P＆Gサンホームと日本P＆G
の両社社長を兼務していたマースデンは，「米国で設立する新会社は法律的な意味をもつだけ。事業内容
はこれまでと全く変わらない。これにより5社にも分かれていた複雑な事業運営を簡素化し，親会社と
のコミュニケーションを直接的でスピーディーにしたい。日本での事業が将来，極東地域全体の生産，
開発およびマーケティングの拠点になることも想定している」と述べている。
　また，日本法人としてのP＆Gファー・イースト大阪本社は，前身会社の累積赤字をアメリカ本社に吸
収させ，P＆Gサンホームを精算会社とする措置が講られたため，重荷を負うことなく，また人事面も一
新され組織もスリム化されて，翌1984年3月1日から新たな営業のスタートを切った。
　その新会社披露会で，マースデン同社社長は「優れた品質と価値ある商品づくりをもって，得意先お
よびお客様に最高水準のサービスをもたらすことを第一に考え，よりよいパートナーになるため，また
スローガンにもある”Eyes　on　Tomorrow”（よりよい明日）をめざすため努力していきたい」と述べ，従
来にもまして，日本の市場への接近を伺わせる姿勢をみせている。
　マースデンの述べる日本の消費者により適合した価値ある商品として発売されたのが，洗剤では，営
業開始日に合わせて発売したチアー・エースや，同じ1984年11月のボーナス2000の近畿・中部・関東
地域での発売，紙おむつでは，P＆Gファー・イースト設立発表時の1983年8月に北海道を除く全国に発
売された大人用紙おむつのアテントや，「もれ」や「むれ」を改良して翌1985年3月に全国発売される
こととなった新パンパースなどである。新しいパッケージで発売されたチアー・エースは，卸売業者と
小売業者が高いマージンを確保できるように，高めの価格設定であった。このことも，日本の流通機構
を尊重する姿勢への転換とみてよいであろう。
　③3力年経営計画「一大飛躍」
　1985年3月22日，同年4月からマースデンが病気療養のため帰国することになったのにともない，ヤ
ーガー常務が，P＆Gファー・イーストの日本支社長となった。ヤーガーは，就任と同時に，「一大飛躍」
と称する3力年経営計画を発表した。その計画を実現するために，ヤーガーは，トップ・マネジメント
に若干の変更を加えた。まず，クラークを広告部門のトップに任命するとともに，新居諒三を人事のト
ップとした。また，その他の機能別のトップとして，販売部門にカズウェル，製造部門に島田実，流通
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部門に宮野入達久，コーポレート・リレーション部門に今井五十二（旭電化出身）を配置した。これら
の人々は，クラークや新居とともに，トップ・マネジメント・チームとして，一丸となって計画の実現
にあたることとなった。
　さて，その3力年計画の「一大飛躍」は，①日本の消費者を理解すること，②製品を日本に適したも
のにすること，③高い感度をもって文化に適したマーケティングをすること，④企業イメージを販売せ
よ，⑤日本の流通システムに浸透せよ，という5つを柱とする経営方針であった。いずれも，過去10年
の失敗の経験から，日本の消費者のニーヅを的確に捉えた研究・開発にもとつく，高品質・高付加価値・
高価格の「3高戦略」ともいわれた。
　④設備増強と新製品のマーケティング
　P＆Gファー・イーストでは，1985年3月に全国発売した新パンパースに続いて，翌1986年2月には新
パンパース・コンパクト・タイプを発表し，拡大する紙おむつ市場へ積極的に取り組んだ。パンパース
増産のために，同社明石工場では，1985年秋には，生産能力を50％アップをはかっていたが，1986年2
月には，さらに1985年秋時点の70％アップの増設工事を完了した。さらに，同工場では，パンパースと
アテントに加えて，後述するウィスパーの需要拡大を見込んで，1987年8月に工場と倉庫を増設した。
　その一方で，「一大飛躍」の方針に沿った活動も展開した。1985年3月全国発売の新パンパースは，前
述のように，日本の母親が求める「もれない」・「むれない」を追究したものであった。「もれ」について
は，ラミネートパックされた高分子吸収体（ポリマー）の採用による吸収力・保水力の向上や，波型ウ
ェストモレストッパーに採用による背モレと腹モレの防止，などによって機能を高度化した。また「ム
レ」については，ムレないゾーンの採用で外からの空気もおむっ内の湿気も通しやすくした。この他，
やわらかギャザーによるフィット感や新サラッとシートにより，使用感をより快適なものにした。これ
らは，まさに「一大飛躍」でもスローガンとされた，日本の消費者ニーヅに適合した製品作りというも
のであり，消費者ニーヅの把握とそれを基礎とした研究・開発の成果といえよう。
　他方，その全国販売に先立つ同年2月26日の関東地区代理店会で発表されたマーケティング活動と販
売活動の計画は，次のような内容であった。
　①テレビ宣伝＝発売予告CF（3月12日～26日）と発売CF（3月27日）からの投入。95％の母親が
　　認知する投入量。
　②サンプリング＝赤ちゃんをもっ母親50％をカバーする戸別配布とインストア配布。
　③医家サービス活動＝産婦人科，小児科の先生，育児専門家からのサポート。
　④試用を促進する特別お試しパックの販売＝＝Mサイズ3枚入180円，Lサイズ3枚入200円。
　⑤新パンパースのクマさんマークで半額払い戻しキャンペーン（抽選で7万5千名）を実施する。
　これらは，情報と試供品の大量投入によるマーケティング手法であり，まさに「絨毯爆撃」と比喩さ
れるP＆Gの得意とする方法であった。したがって，製品・開発に際しては日本市場への適応を基礎とし
ながら，そのマーケティングについては，従来のP＆G式手法を踏襲したといえよう。
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　⑤アメリカP＆Gの東証への株式上場
　日本市場での活動を強化するなかの1986年5月28日，アメリカP＆G本社が，東京証券取引所外国部
に株式を上場した。当時，P＆Gは，世界25力国に子会社をもち，洗剤，衛生品，化粧品，食品，飲料な
どを130力国で販売する多国籍企業であり，その売上高は1985年6月期決算で135億5，200万ドル（2
兆9，136億8，000万円，1ドル＝215円換算）で，29年連続で株主配当金を増加する実績を有していた。
　「一大飛躍」計画で日本市場での競争力強化をはかっていたP＆Gファー・イーストのヤーガー日本支
社長は，同年1月の上場手続申請発表に際，この上場の意義にっいて，「世界でも重要な金融市場である
日本での投資家に参画してもらい，さらに日本でのビジネスベースを築きあげるべき大きな力となろう。
また当社への信頼も一層高まるものと思われるので，大変喜ばしい」と述べている。
　また同年5月28日の上場記念レセプションで，来日したアメリカP＆G本社のアーツト副社長（兼国際
部長）は，「日本は消費財の技術革新において世界の勝負場所となっている。日本の消費者は欲求度が高
く，新しいアイデアに敏感でよりよい商品，高い価値観を求めている」として，日本市場での競争力強
化が重要であるとの考え方を示した。
　こうして，P＆Gは，日本の出資者の参加を仰ぐかたちで，日本への浸透度を高めることとなったので
ある。
　⑥ウィスパーによる新市場への参入
　P＆G本社の東証上場2ヶ月後の1986年7月，P＆Gファー・イーストでは，ウィスパーを発売し，日本
の生理用品市場に参入した。同年7月21日からの福岡県と佐賀県でのテスト販売に始まり，翌1987年6
月の福岡・佐賀・広島・山口の4県での改良型ウィスパー・プラス（新開発のサイドガード採用）のテ
スト販売を経て，1988年5月に全国発売された。
　日本では，1961年6月に設立されたアンネ社によって同年11月にアンネ・ナプキンが発売され，その
2年後には，大成化工（1974年にユニ・チャームに社名変更）のチャームが発売された。これらによっ
て急速に紙製ナプキンが普及し，市場は各社が競争するなかで拡大していった。そのなかで，ユニ・チ
ャームが1976年に発売したチャームナップ・ミニが，急速に市場に浸透した。1970年代後半から80年
代初頭の日本市場は，ユニ・チャームが首位，アンネが第2位で，この2社で市場過半数を占める寡占
状態となっていた。1978年9月には，花王が静岡地区でロリエをテスト販売し，同年11月には全国へと
展開した。このロリエのテスト販売に際して，花王は，広告とサンプル配布を重視し，サンプル配布数
は1，700万袋（1袋4個入り）で，当初の売上げ目標30億円に対して，広告とサンプル配布などの費用
は約半額に達したとされている。この点は，P＆Gの手法を模倣したといってよい。花王では，1980年以
降，ロリエセフティロングはじめ関連製品を次々と発売し，短期間のうちに市場競争で優位になってい
った。
　当時の生理用品の製造出荷額数量の推移をみると，ナプキン市場では1979年をピークに横ばいとなっ
ており，タンポン市場でも，1980年をピークに低迷状態となっていた。普及率も100％近くとなってい
たので，市場は成熟化した感があり，一方で，数社の寡占的状況のなかで40～50社が競争する状況にあ
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った。寡占状況をみると，ウィスパー参入直前の1984年頃には，ナプキン市場ではユニ・チャームが約
36％，花王が約33％であり，タンポン市場ではアンネが約35％，タンパックス（中央物産）が約30％，
ユニ・チャームが約24％という状態であったのである。
　ウィスパーの参入は，そうした成熟感を打破するとともに，市場競争をいっそう活発なものとさせた
のである。そのウィスパーは，ドライメッシュシートを採用してアメリカで1983年に発売されたオール
ウェイズの技術を基礎に，日本の女性1万人に3年間テスト使用してもらって，日本の女性の要望を採
用してデザインされたものであった。この意味で，日本市場適用型の商品である。吸収力・ずれ防止・
ドライ感で商品特性があり，既存の他メーカー商品よりも24％程度高い価格設定とされた。この点も，
そうした競争優位の自信に裏付けられた問屋などの流通経路への配慮と考えられる。福岡・佐賀両県の
テスト販売では，140万個の大量サンプリングの方針が示され，元ミス・ユニバースの日本人写真家・織
作峰子を起用したテレビCFを実施した。また発売と同時に，ウィスパー110番を開設して，消費者の要
望や悩みを把握することとした。
　そうしたマーケティング手法が効を奏して，ウィスパーは急速に市場に受入れられ，全国発売完了の
1988年時点でナプキン市場で20％のシェアを獲得したとされている。
　⑦アリエールの発売
　ところで，洗剤市場では，P＆Gファー・イーストでは，無りん化への遅れからの挽回をはかるべく，
1984年11月には，近畿・中部・関東地域で液体ボーナスを発売，1986年8月には静岡県を皮切りに無
香料チアーを発売するなど，新機軸を展開していた。
　そして，P＆Gファー・イーストでは，同年11月には，コンパクト洗剤の草分けともいうべきアリエー
ル（粉末）を，静岡県内でテスト販売を開始したのである。このアリエールは，現状の洗浄力に不満を
もつ日本の主婦が70％もいることにかんがみて，つけおき洗い，部分洗い，漂白などの手間とコストを
軽減させることを訴求した高品質・高価格の商品であり，洗濯中の成分を寄せ集め，集中的に作用させ
る機能をもつ独自開発のアクティベーターと，基礎成分の配合強化によって洗浄力の大幅アップを実現
したものである。洗剤の使用量も従来品がカップ7分目であったのに対し4分目であり，パッケ…一ジ・
サイズは従来品の67％とコンパクトに設計されたので，スペース効率や配送効率の向上も実現される画
期的な商品であった。ヤーガー支社長も，発表会の挨拶で「過去15年間日本の洗剤業界の健全化をめざ
したさまざまな試みの中で最もユニークなものであると確信しております」と述べたほどであった。翌
1987年4月には，その粉末アリエールとその姉妹品の液体アリエールを広島県と山口県岩国市で発売し
た。
⑧花王によるアタックの発売
　ところで，P＆Gファー・イーストによる粉末・液体のアリエールの広島県と山口県岩国市でテスト販
売が開始されたのは1987年4月16日のことであったが，その5日後の同年4月21日，花王からバイオ
洗剤アタックが発売された。その開発に際しては，洗浄力強化のために，繊維分解酵素のアルカリセル
ラーゼに注目し，全国各地の土壌を集めて微生物をスクリーニングして，SP－KSM－635という菌から分
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解されるアルカリセルラーゼが洗浄成分に耐性をもち，繊維を痛めないなどの特性があることを発見し
た。その菌を改良し，培養・発酵させて，大量の酵素を取り出すことに成功した。このアタックは，発
売直後から急速に売上げを拡大し，1988年3月には25％，同年5月には35％の市場シェアを獲得するに
いたったのである。
　これに対し，P＆Gファー・イーストでは，1987年10月には同じコンパクト粉末タイプで，　SP酵素の
作用でにおい取りを強化したレモンチアーを静岡県および九州地区で発売し，翌1988年1月には，その
粉末レモンチアーと新商品の液体タイプのレモンチアーを四国（徳島を除く）および岡山県で発売した。
これらは，従来のチアー・エースや無香料チアーに代る商品と位置づけられて，コンパクト洗剤市場で
の競争が展開されることになった。
　ライオンも1988年4月にハイトップを市場に登場させ，衣料用洗剤のなかでのコンパクト洗剤の比率
は，1987年12月には32．3％であったが，1988年3月には45％，同年5月には60％と急速に伸びていっ
た。
　花王では，1988年2月には，同じコンパクト・タイプに切り替えたバイオニュービーズも発売し，花
王の合成洗剤市場でのシェアは，1987年下期以降，50％近くまでを占めるにいたったのである。花王の
圧倒的優位に対して，P＆Gは1988年まで10％以下の水準に甘んじることとなったのである。
　⑨「一大飛躍」の成功
　とはいえ，「一大飛躍」計画が実施に移された1985年から1987年の間に，日本のP＆Gファー・イース
トの売上高は，1億3，200万ドルから5億6，600万ドル，すなわち171億6，000万円から735億8，000万
円（1ドル＝＝130円換算）へと急増し，1987年には初めて損益分岐点を超えて利益を上げた。「一大飛躍」
計画の成果が実り，日本進出15年目にして，ようやく，確固たる経営基盤を築くにいたったのである。
同年5月12日のアメリカP＆Gの取締役会で，日本のP＆Gファー・イースト社長のヤーガーが，アメリ
カP＆G本社の副社長に就任することが決められた。日本での実績が認められ，また日本市場での売上高
や利益と製品開発が，P＆G国際部門に大きく貢献することが認められたからといえよう。
　おわりに
　以上のように，戦時期の統制を終戦直後まで継承し，新たな流通統制を経て，スタートした戦後日本
の石鹸・洗剤の流通機構は，基本的には，都市部および地方の有力代理店を核とする2重・3重の帳合制
度を維持し続けた。
　花王のように，戦後，経営の困難を克服して，流通機構の再整備の取り組んだ事例をみると，決済サ
イトの短縮や出荷制度の見直しから着手し，代理店や小売店の経営実態や取引条件を十分に検証したう
えで，可能なかたちでの，すなわち，従来の取引条件を勘酌したかたちで再販制度を導入したことが明
らかにされた。他方で，流通機構改革の面では，本報告では，充分に述べてはいないが，代理店の一部
を分離・独立させるかたちでの販社の設立と帳合の一本化を進め，ついで販社の統合へと進んだ。これ
は，外資参入への危機感が背景にあった。
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　その外資参入の過程をみると，P＆Gでは，花王などとの連携の模索は水泡に帰したが，他の日本企業
との提携によって参入し，増資過程を経て100％出資の日本法人となった。当初，その経営と販売の方法
は，アメリカでの経験値にもとつくものであり，日本の経営パートナーとの連携の不備，日本の流通や
市場の調査がなされていないこと，などのために日本の流通業者や消費者にとって受入れがたい面があ
った。このため，業績も低迷し続けた。
　市場調査にもとつく日本に適合した商品開発を追究する方針に転換し，ようやく日本での実績を上げ
るようになったが，今度は，紙おむっ市場での新しい競争企業の登場，洗剤市場での日本企業の攻勢に
逢着し，競争が激しくなった。しかし，その市場競争を通じて，P＆Gも日本企業も，開発力と販売力を
強化することとなり，P＆Gはようやく利益を上げることとなったのであった。
　他方で，外資との競争を通じて，日本企業も競争力を強化するために，製品開発やマーケティングを
向上させることになった。とくに，大量サンプリングなどの手法は，P＆G方式を学んだ典型といえよう。
　このように戦後の洗剤・石鹸メーカーの販売競争や流通面をみてみると，経営環境にきわめて能動的
に対応し，流通過程の実態調査にもとつく帳合の整理，販社の導入と普及，外資対抗の製品開発，外資
流マーケティングの模倣的導入など，いくっかの革新の実績を残してきたことが理解できよう。そして，
こうした革新のキイマンとなったのが，外資で学んだ経営者であったことも注目しておきたい。
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第2部第二次大戦後のイギリス消費社会の動向
安　部　悦　生
目次
第1節　問題の概観
第2節　イギリス消費市場の長期動向
第3節　1960年代後半のイギリス消費市場
第4節　結びに代えて
　第1節　問題の概観
　従来、理論的研究はもとより歴史的研究においても、研究者の関心は、いかに生産すべきか、いかに
生産していたか、その結果、どのような経済的成果があげられていたのか、またどのようにそうした成
果は分配されていたのか、このような「生産」への関心が重要事であった。しかし、近年はそうした生
産への関心だけではなく、生産と対を成す「消費」にも関心が向けられるようになった。当然のことな
がら、作られたものは消費されなければ意味がないからである。最終的な目標は使用価値にもとついた
消費であって、生産それ自体ではない。また、生産と消費の循環が円滑に進まなければ、生産と消費の
継続、つまり再生産も維持できないからである。さらに、狭い意味での「生産」に対して、最近は「流
通」にも関心が注がれるようになった。流通は、消費に近接しており、その意味で消費への橋渡しにも
なるからである。こうした問題関心からの接近は、　「生産の経済学」にたいして、　「消費の経済学」と
名づけることができよう。
　こうした問題関心からの消費への接近、また流通への関心の高まりは、近年、多くの研究を産み出し
ている。たとえば、参考文献に列挙したような研究がある。
　この中で、梅樟忠夫と川勝平太の対談は、消費やサービス産業、流通産業の意味について、含蓄に富
んだ指摘を行っている。「19世紀のイギリスにはどんな台所用品があったか」、「何を食べていたか」、
そうした事柄が重要であり、　「生活を抜きにした社会科学の理論というものは信用ならない」。　「マル
クス経済学は、サービス産業は価値を生まないから、知識人をはじめサービス産業に従事している者は、
労働価値でつくられたものの派生で給料をもらっていると論じていた」。つまり、生産だけではなく、
「生活史」、　「社会史」、　「サービス産業」という視角からの研究が重要であるとの指摘である。ω
　しかし、従来の「社会史」、　「生活史」からの研究は、ややもすれば、好事家による描写との類似を
想起させるものも少なくない。もっと骨太に、歴史の流れを「消費の経済学」の観点から描く研究があ
ってもよいのではないか。そうした問題関心から、消費と、消費財を生産する企業との関係を、大まか
に描こうとした準備的研究が本稿である。したがって本稿はなお十分に練り上げられた論稿ではなく、
ω川勝『文化力』257－61頁。
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試論に留まる。
　さて、消費の経済学を論じるとすれば、消費すなわち「購買力のある需要」あるいは消費市場を考え
る必要がある。そこで全体としての需要を分解すれば、次のようになろう。
　需要の構成要素として、第一に人口の規模があげられる。13億の人口を擁する中国や、10億の人口を
擁するインドの圧倒的存在感は大きい。数百万の人口に留まる東欧諸国（5000万の人口を擁するウクラ
イナなどの国もあるが）とは人口の違いが、需要の量＝市場の規模に大きな相違をつくる。第二に、人
ロも、年齢構成や性別に大きく影響される。年齢構成が「多産多死の前近代」から、　「多産少死の近代」
へ、そして「少産少死の現代」　（成熟国の場合）へと移り変わるにっれ、壽婁ゐ賞は大きく変貌するω。
　この変化は言うまでもなく、経済成長と医学の発達によってもたらされる。前近代（産業革命以前）
には、医学の未発達により、多死が避けられなかったが、産業革命後の医学の発達によって乳幼児死亡
率の減少により少死となり、また経済成長により、十分な栄養、とりわけ粉ミルクなどの普及により乳
児の死亡率が減少し、同時にまた、増大する人口を支えるだけの経済的バックアップが可能となったこ
とによって、多産少死が実現された。その結果は人口の膨張である。これは未曾有の規模に消費市場を
増大させた。しかし、生活の高度化、ライフスタイルの変容は、多産から少産へと先進国＝成熟国のパ
ターンを変化させ、結局いずれの先進国も少子高齢化という現象に直面せざるを得なくなった。この少
子高齢社会の出現は、需要の構造に大きな変化を惹き起こす。
　また女性の社会進出により、従来でも農村、あるいは商店などでは女性の労働力はなくてはならない
ものであったが、女性がブレッド・アーナーとして、独立の俸給者として社会的に登場するに及んで、
専業主婦が階層的にその意味を失い、女性が独立した資金源泉をもつ消費者として、需要の大きな構成
要素となった。高年齢化と女性の社会進出は、同じ規模の需要でも、質的に大きく異なることを意味す
ることになった。
　第三に、所得の分布がある。所得に裏打ちされなければ、需要は需要とはならず、単なる欲望や願望、
希望の域を出るものではない。分配問題を解決すべき主要課題としたマルクス経済学が論じるごとく、
所得の分布は決して均一ではない。所得の平均値のみが問題なのではなく、その分布が問題である。現
在ではジニ係数がよく人口に謄表するが、その歴史的傾向をイギリスに関して大胆に推測してみれば、
産業革命以降、資本家＝経営者と労働者との格差が拡大し、ジニ係数は大きくなった。だが、19世紀末
からの相続税・所得税の発足、累進性の採用、20世紀に入ってからの国民保険（年金、医療保険、失業
保険の誕生）などの所得の再分配、および賃金格差の縮小により、ジニ係数は減少していったと推定さ
れる。福祉国家、それに伴う大衆消費社会の誕生である。しかし1980年代、サッチャー政権の成立に伴
って、所得税の累進性の緩和、国民保険などの福祉政策の後退により、また競争主義、成果主義による
格差拡大により、ジニ係数は再び増加に転じたと考えられる。近年のイギリスでは、格差の拡大が云々
されている状況が思い浮かぶ（日本でも同種の議論が起こっていることは興味深い）。こうした状況で
②多産少死などにっいては、速水『歴史人口学』参照。またマーケットとしての東欧の規模については，安部「中東
　欧戦略」参照。
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は、消費の構造、消費の質は変貌せざるを得ない。またジニ係数を国際比較の下におけば、日本の0．35、
アメリカの0．45、中国の0．47、イギリスの0．40という数字が得られ、そうした国々における消費の構
造、ひいては消費社会の特質は異なったものとならざるを得ない（3）。
　第四に、個々の「世代」に目を向ければ、若年層、成年層、老年層では消費の構造は当然異なる。人
は歳をとらざるをえず、趣味・嗜好も年齢とともに変化していく。また単身者と家族持ちでは生活の仕
方は異なる。子供が複数いる家庭と、かってよく言われたディンクスでは生活の仕方に大差が出る。世
帯構成人数の大小は消費の構造に大きく影響するのである。また価値観によっても大きな影響を受ける
であろう。便利さを追求するのか、あるいはゆとり・味わいを好むのか、いわゆるスロー・ライフとフ
ァースト・ライフ、スロー・フードとファースト・フードの選択である。また保守的・伝統的生活を好
むのか、あるいは革新的・モダンな生活を志向するのか、趣味の違いにより、消費の質は異なってくる。
さらには宗教的な影響も大きいであろう。スカーフ、ブルカなどの着用が義務付けられる所、つまり宗
教的規制の強いところでは、色や形の選択の余地は極めて少ない。そうした規制は、具体的・物理的の
みならず、心の内面に対しても影響力を発揮するであろう。また古典的な美を好むか、あるいはモダン
なアートが好きか、といった美意識も市場の質の決定に重要な役割を演ずる。家を建てるにしても、ま
た家具一つ選ぶにしても、クラシック・エレガンスが判断の基準になるか、ポップ調の色彩が好みかと
いった相違が生ずる。
　以上の相違は、一言で言えば、ライフスタイルの変化、相違ということに帰着するであろう。　「消費
の経済学」とは、　「ライフスタイルの経済学」とも言えるのである。先述の所得、年齢と合わせて、ラ
イフスタイルは家族構成（単身、夫婦のみ、子沢山）や、宗教（信心深いか否か）、生活のテンポ（ス
ローかファーストか）、生活信条（伝統的か革新的か）、美意識（古典的かモダンか）の相違によって
異なり、その結果、市場はセグメント化して、かつての用語を使えば、「分衆1のような市場のセグメ
ント化が深く進行するのである。このセグメント化の程度は、消費社会が成熟すればするほど、深化す
ることになろう。市場は、大衆市場VS分衆市場、ハイエンド（高級品）市場VSローエンド（普及品）
市場、若年市場VS熟年市場、単身者市場VS家族持ち市場、専業主婦市場VS共働き市場、ゆとり市場
VSクイック市場、男性市場VS女性市場などの対比が考えられ、しかもそれらが相互に組み合わされる
と、何百という市場セグメントが成立する。
　それでは、こうしたライフスタイルの相違は何によってもたらされるのであろうか。まず第一に、受
けた教育によるであろう。どのような教育を受けたかは、価値観・趣味に大きく影響すると想像される。
たとえば、イギリスのパブリック・スクール（インデペンデント・スクール）でエリート教育を受けた
者と、コンプリヘンシブ・スクールやグラマー・スクール、テクニカル・スクールで教育を受けた者と
では、趣味に大きな相違をもたらすと想像されるし、また価値観にも少なからず影響を与えるであろう。
教育は無論、親の資産・所得、したがって属している階層によって決まる傾向が強いし、また住んでい
（3）ジニ係数の産業革命期から19世紀末、さらに20世紀末の反転については、これまでの種々の研究からの安部によ
　る推測。
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る地域の雰囲気にも影響されるであろう。ただし、こうした与件の影響は決定論的に理解されるべきで
はない。個人的資質もまた大きいからである。身長、美醜、性格、病気の有無、体力などの個人的資質
も強い影響力を持っている。同じ兄弟でも異なった趣味、価値観を持つことは珍しくない。
　最近では、　「最低の生活水準」　（フリーターの生活）で満足する（本当に満足しているか否かは別に
しても）、あるいは「まずまずの生活水準」で満足する、それほどリッチでなくとも「個性的生活」が
できる水準を目指す、または強い上昇志向のもとに「豊かなセレブ的生活」を志向するなど、様々な生
活志向が現れてきている。
　自分がどのような階層に属しているかに関して、かっての日本は「総中流意識」と椰楡されたように、
90％が自らを中流に属していると認識していると指摘されたが、近年は、フリーターの登場などにより、
その中流意識が縮小していると言われている。これに対して、ジニ係数が上昇している（格差が拡大し
ている）と言われるイギリスにおいて、かつて自分を中流に属していると認識しているものは3～4割で
あり、大部分は労働者階級に属しているとされていたが、1990年ごろの調査では8割が自分を中流に属
していると認識しているそうであるω。たしかに、かって大学にいくものは同世代の5％以下であり、エ
リートであったが、現在ではイギリスの上級教育（advanced　education）を受ける率は、30％以上と、
日本、韓国などの教育重視国家を急追している。イギリスでも労働者階級の子弟が大学に入るのは決し
て珍しいことではなくなった。そして嗜好の面では、ライフスタイルの個性化が進行している。このラ
イフスタイルの個性化はどこの国でも（先進国だけではなく、発展途上国でも程度の違いはあれ）進行
しており、この現象によってマーケット・セグメンテーション（市場細分化）は複雑化、高度化してい
るのである。
　一つの例をとれば、かつては石鹸で毛髪を洗っていたが、需要側の所得上昇、供給側の技術開発によ
り、シャンプーが使われだし、次いでリンス、トリートメントと複雑化し、また最初は家族全員で同じ
製品を使う、つまり一家で一銘柄であったのが、各人が自分専用のブランドを使い出すという個性化・
個別化が始まった。これもマーケット・セグメンテーションの一例であろう。
　以上の需要構造・消費市場の変化を、最も典型的に消費社会が成長・変化したアメリカを例に取り、
リチャード・テドローやトーマス・ディッキーをべ一スに歴史的に論じれば、概略つぎのように言える
のではなかろうか㈲。
　アメリカの19世紀半ばの市場構造は、各地域がそれぞれのアウタルキー構造を持っ「地域的分散市場」
であった。鉄道や電信がある程度発達し始め、また都市化が進み、全国的統一市場形成の方向は見え始
めていたが、なお各地域のローカル色は強く、独自の商品群、独自の生産様式、独自の流通構造を有し
ていた。生産方法は、手工業・問屋制の世界で、多品種少量生産が基本であった。しかし、19世紀の末
葉に向け、次第に鉄道や電信の発達といったインフラストラクチャーが整うにつれ、企業は他地域に支
店や支社、出張所を置くことが可能になり、広域販売が可能となった。それまでニューヨーク、ボスト
（4｝以上は，1996年のケンブリッジ大学での社会経済史研究会におけるイギリス人報告者の発言による。
（5｝テドロー、『マス・マーケティング史』、ディッキー『フランチャイジング』参照。
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ンなど東部地域に閉じ込められていた販売エリアが、シカゴ、インディアナ、オハイオなどの中西部地
域に拡張され、さらには南部、西部、太平洋岸にも広がるにっれ、文字通りの全国市場にわたる活動が
可能となった。
　また大量生産方法の確立により、さらにはまた大量宣伝広告手段の発展により、全国市場をターゲッ
トとした広告、それを支える標準的量産品の生産が実現されることになった。シンガー（ミシン）やマ
コーミック（農機具）、コカコーラ、スタンダード石油（灯油）、スイフト（ハム、ソーセージ）など
の標準的製品がアメリカの都市家庭や農家（アメリカの都市人口が農村を凌駕するのは20世紀に入って
からで、19世紀においては消費人ロの大部分は農家であった）に広く行き渡ることになった。そうした
動向の中で、アメリカ人の生活に大きな変化を惹き起こしたものは自動車の出現であった。1880年代か
ら開発され始め、1890年代には一部マニアのレーシングカーや富裕層の娯楽対象であった自動車は、20
世紀に入るとフォード社のモデルTの販売開始など、量産標準車の黄金時代を向かえた。フォードは、
ディーラーやエージェントの全国展開を進めるとともに、各地に支社を設置し、販売網の拡充を図った。
またよく知られているように、1908年にはモデルTの量産を開始し、1910年からは量産工場としてハイ
ランドパーク工場の建設を開始し、流れ作業ラインを完成させた。モデルTは、単車種に生産を特化す
ることによりコスト削減と品質の安定を目指し、全国統一市場をターゲットに販売しようという、いわ
ば量産量販の極致であった。こうした全国的マスマーケットを標準品によって制覇しようとする戦略は、
フォードによってその頂点に達した。
　しかし、1920年代にはいると、モデルTは販売不振に陥った。市場が更新需要、都市需要、所得階層
別の欲求、あるいは社会心理学的差異化によってマーケット・セグメンテーションが進行し、いち早く
市場動向を捉えたGMの製品多様化戦略（フルライン戦略）が成功を収めることになった。これは広く
知られている事実なので細部は省略するが、1920年代こそ、フォードが打ち立てた標準品販売の量産量
販戦略が時代にフィットしなくなったメルクマールであった。その意味で1920年代こそ、アメリカ市場
社会の転換点であったと言うことができる。以後、時代は種々の欲求による市場細分化の方向に進んだ。
　コーラ市場を独占していたコカ・コーラは、1930年代、ペプシの「一杯の価格で二杯飲める」といっ
た低価格戦略に脅かされたが、第二次大戦後、ペプシが若者向けに、コーラの製品イメージ・味を転換
し、若者をターゲットにした戦略をとるに及んで、初めて異なるジェネレーションを対象とした戦略の
重要さが明らかになった。こうした現象は、同じコーラでも、若者はシャープさのある味、イメージを
求めたという欲求の異質化から生まれてきたといえる。類似のことは、1920年代末のフォードによる、
夫婦と子供二人という家族構成で、週末に車で郊外にピクニックに行くといった典型的ファミリー層を
ターゲットにしたモデルAの販売、あるいは1960年代のフォードによる、若者向けのマスタング車の販
売成功といったニッチ市場の開拓がある。これらは1920年代以降、様々な分野でマーケット・セグメン
テーションが進行したことを裏付ける。
　そうした市場細分化に対応して、かつての少品種大量生産から多品種中量生産（または多品種少量生
産）に生産方式も転換せざるを得なかった。
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　市場の構成要素が、ハイエンド・ローエンド、若者向け・熟年向け、男性・女性向け、高所得者・低
所得者などの様々な基準で細分化され、市場社会は19世紀の手工業的な世界（多品種少量生産に基づく
ローカルな市場）と一見類似した、しかし細会花した全由希場という異なる性格を持つ消費社会へと変
貌したのである。
　以上が筆者の消費社会変貌のデッサンであるが、やや異なる切り口から消費社会を展望した論稿とし
て、石井晋の議論を紹介しておく㈲。
　石井論文は日本のアパレル産業を分析しているが、その際に、次の三つの誘因を区別し、アパレル産
業の発展を分析している。
　「誘因1：市場価格の相場変動の差異（＝市場価値）
　　誘因ll：投入財価格と生産者価格（限界費用）の差異（＝生産価値）
　　誘因皿：生産者価格（限界費用）と消費者留保価格の差異（＝消費価値）
　差異に利潤を見出すシステムとして資本主義を捉えるならば、誘因1～皿は、常に資本主義経済の中
に共存する。しかし歴史的局面や産業ごとに、企業間競争及び産業の展開を方向づける主要な誘因が顕
在化してきた。・・…　　中略・・…
　誘因皿に基づく競争は、消費者の多様化に対応した差別化製品によるレントの生成ないし消費者余剰の吸
収から始まる。このレントは消費者嗜好の変わりやすさ、曖昧さに影響され消滅しやすい。そこで企業は対
消費者戦略により、不安定なレントの創造と吸収を目指す。このような動きの拡がりの程度は、産業特性と
消費者行動にかかっている。1970年代以降、アパレル以外の消費財産業においても、製品選択肢や主要な
選択属性が増大し、拡散する多様な情報に消費者が遭遇する機会も拡大し、消費者の多様化・流動化・曖昧
化が進んできたものと見られる。一般に、国内所得水準の上昇を背景に、生産のグローバル化など生産価値
追及競争が一層激化すると同時に、国内では消費価値追及競争が活発化してきたように思われる。こうした
意味で、1970年代前半、日本は消費社会化を開始したものと想定できよう。」（7）
　日本では、1970年代以降、消費社会化が開始されたとするが、アメリカでは1920年代がターニングポ
イントであったように思われる。
　アメリカでは1920年代から消費社会の変貌が始まり、日本では1970年代以降、そうした比較の視点
からはイギリスの消費社会はいっ、どのような変化をたどったのであろうか。次節では、イギリスの消
費社会の長期動向を鳥瞼し、第3節では、1960年代後半のイギリス消費社会の事情を虫鰍してみたい。
　第2節イギリス消費市場の長期動向
　本節では、ジョン・ベンソンに拠りながら、イギリス消費社会の長期動向を｛府緻する。ベンソンの著
書は管見する限り、イギリスの消費動向を簡潔・的確に描いているほとんど唯一の著作と思うからであ
（6）石井「アパレル産業と消費社会、1950～1970年代の歴史」は、市場価値、生産価値、消費価値と3つに分け、それ
　らが主要な要因・誘因として各々の時代局面に影響を与えるとする。
（7）同稿、46～47頁。
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る。ベンソンは、その著書The　Rise　of　ConstLmer　Society　in　Bri　tain，1880－1980（1994）において、
需要の変化、供給の変化に分けて、イギリス消費社会の動向を分析している。
　〔需要の変化〕
　まず、需要の変化に関して。たしかに年齢を考慮すると、熟年者（elderly　people）は、資産は豊かだが、
所得は相対的に少ない。したがって支出は相対的に少ない可能性がある。だが、一般的には富が増加す
れば、より多く支出し、より少なく貯蓄すると考えられる。
　表1が示しているように、長期動向を見ると、住民がその住居を所有している割合が増大しているこ
とが分かる。19世紀前半は5％で横ばいであるが、19世紀後半には10％へと倍増し、20世紀に入るとそ
の割合は飛躍的に増加し、1981年には60％に達する。過半の住人が自分の家を所有していることになる。
イギリス国民は「豊か」になったのである。資産に加えて、所得の面でも、1801年から1981年にかけて
当年価格で150倍、物価でデフレートした実質所得で考えても7倍に増大している。こうしたゆとりは、
消費動向に大きな影響を与えるであろう。またその質に関しても、都市住民の比率が19世紀半ばには農
村人口と拮抗し、20世紀初頭には77％に達しているなど、イギリスは早くから都市化の先陣を切ってき
た。こうした都市化の波は、消費の近代化を促すであろう。
表1イギリス（GB）の需要要素の成長
単位：百万ポンド、％、ポンド、1801＝100、％
1801
1851
1901
1951
1981
人口
10，7
20．9
37．1
489
54．8
居住者の建物所有率　　1人当たり所得（当年価格）1人当たり実質所得　　都市の人口比率
5　　　　　　　　　　22
5　　　　　　　　　　25
10　　　　　　　　　　44
31　　　　　　　　　231
60　　　　　　　　　3，278
100　　　　　　　　30
113　　　　　　　　50
240　　　　　　　　77
363　　　　　　　　81
702　　　　　　　　76
出典：Ben80叫伽㎡α鵬㎜町5励窃pp、1Z　15．
　以上の消費社会の進展にとって、後述する事柄も含めて考えると、第二次大戦後の変化が大きいこと
が分かる。戦後の保守党首相であったハロルド・マクミランが「ほとんどの人々にとって、こんなにも
よい時代はなかった」と述べたことにも頷けるものがある⑧。
　消費のためには所得があるだけではなく、それを消費する時間が必要である。余暇の時間は、労働時
間の逆数とも考えられる。労働時間の趨勢を追うと、1880年には、週に6～7日にわたって60時間、100
年後の1980年には、週5日で40時間が通常の労働時間となった。20世紀初頭には、1日8時間を求め
る労働運動が起こり、その場合は週48時間労働となる。このように、歴史的に労働時間は短くなり、そ
⑧イギリスの全般的状況については、安部「第1章　イギリス」参照。
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の分、消費に回せる時間が増加したω。
　しかも1938年には、有給休暇法（The　Holidays　with　Pay　Act）が成立し、いっそう消費に積極的な社会
風潮が醸成された。有給休暇法施行前の1930年代半ばには、150万人が有給休暇を持っていたに過ぎな
かったが、法施行後の1938年には8倍の1200万人が有給休暇の恩恵に与ったとされる。1960年代半ば
には、現場労働者（manual　labour）の96％が2週間の有給休暇を持っていたと言われている。
　表2は、若年世代と熟年世代の比率を示している。19世紀末には、15歳から19歳の若年層は約10％
であったが、20世紀に入り、その比率は減少し、1951年には6．・9％に低下している。しかし、1981年に
は8．・3％と逆に増加に転じている。若年者比率の低下の原因は出生率の低下、平均寿命の上昇による高齢
化社会への移行の結果、その低下がもたらされたと結論できるが、1981年の反転については、ベンソン
は説明していない。筆者の推測では、この反転は、その数300万人と言われるイスラーム人口の増大に
より、若年層が増大したのではないかと思われる。
表2イギリス（E＆W）の世代別構成
単位：百万人、％
1871
1901
1931
1951
1981
若年者 熟年者
2．2
3．3
3．4
3．2
4．0
9．7
10．0
8．6
6．9
8．3
1．1
1．5
2．9
4．8
7．4
8
　
4
7
　
4
4
ロ
7
0
コ
ー1
0
ロ
51
出典：Benson，　Rise　of　Consamer　Society，　p．17．
注：若年者は15歳から19歳、熟年者は65歳以上。
　それはともかく、一方における若年層比率の低下に呼応して、他方における熟年層の増大が指摘でき
る。熟年層は、平均寿命の上昇により一貫してその比率を増大させており、1871年の約5％から1981年
にはその3倍の15％に達している。イギリスは、「揺り籠から墓場まで」の福祉国家の建設で、世界の
先陣を切ったのであり、高齢化社会の様々な問題点も先駆的に示すことになった。こうした高齢化社会
の消費に対する影響は、先述したように、熟年者（elderly　people）は資産は豊かだが、所得は相対的
に少ない。したがって消費支出は相対的に少ない可能性がある。それゆえ、しばしば喧伝された「イギ
リスの停滞性」を彩る一つの要素とはいえるであろう。
　だが、1950年代から1960年代は「怒れる若者」の時代とも言われるように、若者文化（youth　culture）
が爆発した時代でもあった。イギリスでは、ジョン・オズボーン原作の「怒りを込めて振り返れ」、ア
ラン・シリトー原作の「長距離ランナーの孤独」など多くの若者文化をバックボーンとした演劇、映画
が製作され、一つの時代潮流となった。こうした若者文化は、ベンソンによれば、その物質的な根拠を、
（9）Benson，　Rise　of　Consumer　Society，　P．14．
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当時ほぼ実現された完全雇用、したがって相対的高賃金に負っている。一面でのこうした「安定」・「豊
かさ」は、他面での「不安」を掻き立て、反抗的な若者文化の爆発となった。たしかに、アメリカでも
「理由なき反抗」などの映画が製作されたが、これも「豊かな社会」のある種の反映かもしれない。
　だが伝統的な価値観に対する反乱の傾向、　「物質的・社会的・道徳的革命」への懸念は、第二次大戦
後始まったというよりは、20世紀に入ってから、あるいは19世紀末以前からも、すなわち19世紀中葉
のヴィクトリア盛期からも見られるものであった。
　ベンソンは興味深い統計をあげている。65歳を過ぎて働く人々の同世代に対する割合は、19世紀宋に
は3分の2であったが、1920年代には50％以下となり、1980年代には10％（！）となった。かつて熟
年者は歳をとってもなお働らかなければならなかったが、第二次大戦後は心ならずも働かなければなら
ない人の割合は激減したのである（1°）。
　イギリスでは1908年に、非拠出型の公的年金（non－contributory　scheme）が設けられ、受給者は最大で
週に5シリングを受けられることになった。この金額は当時の「正常な常勤の労働者階級の所得」であ
った25シリングの5分の1であった。この公的年金は70歳以上の60％をカバーした（11）。
　1911年には、拠出型年金が施行され、その後ずっと継続するが、この年金は1940年代初めには84％
をカバーし、1940年代末には男性65歳以上の、女性60歳以上のほほ100％をカバーしていた（上記の
年齢が定年年齢であった）。その年金受給額は、1950年から80年にかけて平均的男子労働者の所得の
20％であった。
　他方で、私的年金の受給比率は、1900年には労働者全体の5％、1956年には13％、1970年代には50％
に達していた（12）。さらに多くの従業員は、1979年には退職時に、一時金として4000～5000ポンドのま
とまった額を受け取ることができた。この金額は、当時のタイピストなどの最低年棒が3000ポンド程度
であったことから推測すると、1．5年分の給与に相当する。
　また高齢化の男性・女性への影響に着目すると、明らかに高齢化は女性に有利に作用する。まず女性
は男性より平均寿命が長く、男性の年金を相続することもできる。また一般的に言って、男性と比較し
た場合の所得・資産の再分配も、女性賃金の上昇など女性に有利に歴史的に経過してきているからであ
る。一つの統計としては、1920年代末、個人的資産の33％を女性は所有していたが、1970年代初めには
40％を所有していた。
　このほか、女性が有給雇用（paid　employment）一専業主婦、家事労働、商店、農家などではなく、独
立して給与を得る職業に就くこと一を得ることが多くなったこと、その所得が上昇したことは、先の
年金などの要因とも相まって、女性の購買力を高めることに貢献した。言い換えれば、消費社会の担い
手として、女性の重要性はますます高まったのである。
（10》Ibid．，p、19．就欲率という言葉があり、それは同世代で何パーセントくらいの人が働きたいと思うかの比率であ
　る。日本では、60歳から65歳では95％が働きたいと思うのに対し，イギリス、合衆国では55％、ドイツに至っ
　ては35％である。65歳を越えればこの比率は，ずっと下がると推測できるので、イギリスで65歳以上では10％
　しか働いていないのももっともである。（数字は、1996年1月のNHKテレビにおける清家篤氏の発言による。）
（11）Benson，　Rise　of　Consωnθr　Socie　ty，　P．20．
（12）Ibid．イギリスの公的および私的年金、とりわけ資金を運用する年金基金の第二次大戦後の発展については、安
　部「イギリスの機関投資家」参照。
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　女性の就業率は、19世紀の第3四半期には40％、20世紀前半は35％、1961年には38％、1981年には
46％と変化している。この解釈として、20世紀前半は専業主婦化が進んで女性の就業率は低下したが（家
計が豊かになれば、一面では専業主婦化が進むと考えられる）、第二次大戦後は、女性の社会進出が活
発になり、就業率が上昇した。ちなみに、女性就業者の絶対数は、1851年に280万人、1901年は520万
人、1951年は700万人、1981年には990万人と一貫して増加している（13）。
　女性の男性に対する賃金比較は、近年のものしか確たる統計はないが、1975年には57．　5％、1978年に
は61％であった（14）。
　次いで、階層に対する購買力の変化を見てみよう。上流階層、中流階層、労働者階層に分けると、後2
者、とりわけ中流階層に有利に購買力の変化が生じた。上流階層は、イギリスの支配階級として、膨大
な土地所有に基づき、その権勢を振るってきたが、19世紀後半の「大不況期」に農産物価格、したがっ
て土地価格が暴落し、土地所有に基づく所得、っまり購買力を従来のようには維持することができなく
なった。加えて、1909年にはロイド＝ジョージの人民予算（People’s　Budget）により、労働者階層、中
流階層への国家補助が手厚くなり、また1893年に導入された相続税（death　duties）は1919年には200
万ポンド以上の土地資産に対する課税率が40％に引き上げられた。また1960年代、1970年代には、資
本利得税（capital　gains　tax）、資本譲渡税（capital　transfer　tax）が設けられ、上流階級の消費社会におけ
る嗜好や流行に対する影響力を減じた。
　また階層構成全体を傭鰍しても、表3から分かるように、中産階層が増大している。このことは、全
体としての購買力を考えると、中産階層のカの増大を意味する。さらに上から20％（ただし最上位2％
を除くので、上位2％から20％まで）階層の資産全体に対する比率を見ると、1923年には33％であった
数値は、1976年には52％に著増している（15）。
表3イギリス（GB）の階層構成
単位：百万人、％
1801
1851
1901
1951
1981
上流階級
0．1
0．2
0．4
0．5
0．6
1．O
l．0
1．O
l。0
1．0
1．3
2．6
9．3
12．2
21．9
12．5
12．5
25．0
30．0
40．0
9．3
18．1
27．4
36．2
32．3
86．5
86．5
74，0
69．0
59．0
出典：Benson，　Rise　of　ConstLmer　Society，　p．25．
（13）Benson，　Rise　of　Consumer　Society，　P．22．
（14）　Ibid．
（15）　Ibid．，　p．25．
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　労働者階層の内部を見ると、熟練、半熟練、未熟練という分類ができるが、熟練労働者に対して、半
熟練や未熟練労働者の相対賃金が上昇していることが確認できる⑯。こうした階層別、階層内の変化は
当然のことながら、そうした階層の「消費に対する態度」を変化させることになる。
　ところで、ベンソンによると、消費の増大は何によってもたらされるかという原因に関して、三つの
見解がある。それは、操作（manipulation）、模倣（emulation）、改善への欲求（amelioration）である（1？）。
第一の説は、ニール・マッケンドリックなどによって主張されているものであるが、18世紀の消費者革
命（consumer　revolution）は、広告や積極的マーケティング活動によって可能となったとする。ウェッジ
ウッドなどの陶磁器メーカーとしての成長は、たしかに積極的マーケティング活動に負うところが大き
い。また20世紀後半の消費社会において、広告の意義を強調する見解も根強い。消費者は、広告や宣伝
によって購買欲望を刺激され、必要でないものまでも購入するという広告の負の側面を強調する傾向が
強い。
　第二の見解は、ヴェブレン、あるいはパ・一一・キン、最近ではポール・ジョンソンなどである。ヴェブレ
ンは、　「社会的必要性」の重視、パーキンは見栄や競争心から、　「隣人を模倣する」という有名な諺、
“keeping　up　with　the　Joneses”を強調している。お隣さんが買うから我が家も買うというわけである。
またポール・ジョンソンは、顕示的消費（conspicuous　consumption）を強調している。消費のための消費
というより、他人に見せるための消費というわけである。たしかに、自動車を買うときも、自動車自体
の機能や品質もさりながら、その車の値段が高いということ、社会的ステイタスの高い人が乗る車とい
う評判のために購入することも多い。ブランドカの強い高級車にはこの傾向が強い。ロールズ・ロイス、
ベンツ、マイバッノ＼ジャガー、キャデラック、リンカーン、センチュリー、プレジデントなどはこの
類であろう。
　しかし、ジョンソンはこうした広告、見栄（社会的必要）も購入に際して大きな役割を発揮すること
を認めるが、より高いレベルの消費生活を楽しみたいと思う素朴な欲求が消費社会の根底を支えている
と主張する。筆者も、広告や見栄・模倣によって購入が大きく影響されることは認めるが、長期的に実
質を伴わない製品は淘汰されていくと考える。広告や見栄・模倣によってのみでは、真の「ブランド」
が築き上げられることはないであろうし、よりよい生活の実現が消費行動の基礎であるとのジョンソン
の見解にはまったく同感である。
　しかしながら、より高いレベルの消費生活とはなにかに関しては、消費者によって大きく異なるので
はなかろうか。それは、便利さを求める消費者が一方にいて、他方で、ゆとりを求める消費者がいるか
らである。先に述べた、スローライフとファーストライフ、あるいはコンヴィーニアント・ライフ（便
利な生活）という異なった方向性である。現代の消費生活では、便利さを求める方向が主力であるが、
それへの反動として近年スローライフの重要性の指摘が多い。　「そんなに慌ただしく生活してどうす
る！」。しかし、朝食の準備一つ取り上げても、スープなどを本格的に準備することは不可能であり、
〔16》Ibid．，　p．26。
（17）Ibid．，　p．27．
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便利な生活への需要は根強い。
　実際、どのように広告や見栄・模倣、便利さに魅かれて中産層、労働者階層の主婦・女性が購入して
きたかを歴史的に見ておこう。まず最初は19世紀末からの登録商標付の包装された石鹸や薬である。リ
ーバ・ブラザーズの包装された石鹸であるサンライトが代表である。　（アメリカの対応物はP＆Gのキャ
メイである。）こうした家庭用品（household　goods）がまず購入対象となった。
　次いで、家具、衣服、ファッション・アクセサリーであった。また、専門的あるいは奢修的な製品が
購入対象となり、チョコレートなどの菓子類（キャドベリーやラウントリー、フライなどのチョコレー
トメーカーの広告活動が盛んであった）、ラジオ、テレビ、電気冷蔵庫などの耐久消費財、あるいは蓄
音機、レコードなどの製品であった。こうした製品では、GEC、　EMIなどの電機・音響機器メーカーが消
費の焦点となった。
　〔供給の変化〕
　以上で、需要の変化を追ってきたが、供給面での変化も見ておく。まずイギリス農業は、19世紀半ば
の黄金時代を経て、北米、南米からの農産物輸入が本格化すると、一転して不況に陥った。前に述べた
地主富裕層凋落の事態である。農家はそうした状況に対応して、輸入品と競合しない特殊な生産物に特
化し始めた。輸入が困難な牛乳、卵、果物、野菜などの近郊農業的方向性である。
　他方で、19世紀末以来、製パンやビスケット製造の面では機械化が進行し、大手メーカーも誕生して
きた。ハントリー＆パーマーなどのビスケットメーカーである。こうした企業は全国的広告を通じて製品
を販売していた。この種の新しい製品種類には、スナック菓子、シリアルなどがあった。従来の朝食用
オートミールに比べると、調理時間の面でシリアルはきわめて便利であった。また、紅茶、コーヒーな
ども嗜好品として従来から好まれていたが、パーッケージド・プロダクツとして大衆の問に広まってい
った。
　また19世紀半ばから、冷蔵船などを使って、肉類、穀類が輸入されていたが、20世紀に入ると、果物
（たとえばバナナ）、チーズ、ワインなどの外国産の珍しい奢修品が輸入されるようになった。
　また住居の面でも、19世紀のイギリス家屋の劣悪さは社会史でもしばしば指摘されているが、1880年
代には年で8万戸の住宅が建設されるようになり、この数字は1950年代初めには23万戸、1970年代末
には26万戸の供給が可能となった（18）。
　耐久消費財に関しては、カーペットー日本人にはやや想像がっきがたいところがあるが、立派なカ
ーペットを備えることは「立派な家庭」の第一歩である一、家具、ピアノ、自転車、オートバイ、自
動車、掃除機、調理器、冷蔵庫、冷凍庫、ラジオ、テレビ、ビデオレコーダーなど、日本の戦後でも起
きたのと同様の消費爆発が、イギリスの場合は戦間期から徐々に進行し、第二次大戦後加速したのであ
る。
　以上の過程を表4で見ると、畜牛の数は食生活の肉食化に伴って増大した。小麦の消費量も増大した
が、第二次大戦以降は、穀類の消費者離れが原因で減少に転じている。住宅は時代とともに増加し、1戸
（18）Ibid．　，　p．38．イギリスの住宅事情については、山田『土地・持家コンプレックス』参照。
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当たり居住者数はかっての1軒に10人から、3人弱にまで減少している。住宅事情が改善されたことが
分かる。ちなみに、1980年ごろのイギリス世帯数は1870万世帯であった（19）。
表4　イギリス（GB）の食糧・住宅の供給
1801／11
1850／51
1884
1900／1
1911
1939
1950／51
1969／78
畜牛
420
680
820
1，110
小麦
　8．8
360．
095
054
住宅
　190
　340
760
1，380
2，110
1戸当たり居住者数
　　　9．8
　　　8．0
6．0
3．7
2．7
出典：Benson，　Rise　of　ConstmTer　Society，　p．　37．
単位：畜牛は万頭。小麦は万トン（生産量と輸入量の合計）。住宅は万戸（ストック）。
　　居住者数は人。
　消費財の提供だけではなく、小売業、広告、エンターテインメント、旅行業、スポーツなどの消費者
サービス産業も、19世紀末以降、時代の進展とともに活発となった。
　流通小売業では、生協が19世紀半ばからロッチデイルを噛矢として、各地に設立され、食品雑貨
（groceries）で確固たる地位を占めた。取り扱い品目は、食肉、牛乳、パン、生鮮野菜、衣料、家庭用品
など広範囲に及んだ。
　一方、百貨店の発展も目覚しく、市場の上層をっかんだ。1900年ごろには200を越える百貨店が存在
した。イギリス各地の主要都市にはすべからく百貨店が登場した。リヴァプールにはLewis’s、マンチェ
スターにはKendal　Milne、グラスゴーにはJohn　Anderson、ウォルヴァーハンプトンにはBeatties、シ
ェフィールドにはCoclaynes、ロンドンにはHarrods、Selfridges、Whitleys、Dickens＆Jones、Marshall、
Snalgrove、　Army＆Navyなどの百貨店が屹立した。ハロッズでは、1900年ごろには、6000人以上を雇用
し、ウィットリーズでは4000人を雇用していた。イギリス全体で、1000人以上を雇用する百貨店が10
社以上あったと言われる。こうした百貨店は、エレベーター、エスカレーター、レストラン、休憩所を
備え、価格以外のプラスアルファを訴求した（2ω。
　また同時期に目覚しい発展を遂げたものに、チェーンストアーイギリスではmultiplesと呼ばれた一
一がある。1927年から28年にかけて、ウールワース（Woolworths）は280店舗、リプトンは615店舗を
数え、1939年のマークス＆スペンサーは250の支店と、1万8000人以上の従業員と2300万ポンドの売上
（五9）　Benson，　盃「？’se　of　Consumθr　Society，　P．27．
（20）Ibid．，　p．40。　百貨店の発展については、初田『百貨店の誕生』参照。
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を誇った。第二次大戦が開始される1939年までには、マークス＆スペンサー、リプトン、セインズベリ
ー（Sainsburry）、ウールワースはどこでもお馴染みの名前となった。
　第二次大戦後の1950年代から60年代にかけて、チェーンストアはいっそうの発展を遂げ、小売の世
界に大変革をもたらした。この時期には2万5000のセルフサービス店が存在し、テスコ（Tesco）、Fine
Fareもお馴染みとなった。
　こうした小売の世界では、月賦（hire－purchase）が隆盛となり、1918年から38年にかけて、その利用
は20倍となった。クレジットカードの利用も盛んで、すべての消費財の10％を占め、自動車や家具では、
40％を越えるほど利用されていた。表5は、チェーンストアの発展と広告費の増加を示している（2D。チ
ェーンストアや、また広告支出が、20世紀に入ってから激増した有様が分かる。
表5　イギリス（GB）の小売業と広告業の成長
1850〆51
1880
1905n
195α51
197創SO
チェーンストア支店数　　人口1万人当たり支店数
????? 0．5
3．8
9．2
12．1
広告費　　1人当たり広告費
　　1　　　　0．1
　10
　102
Z5ce
O．3
21
46．8
出典：Beiveoq　fU　ofthnsumeri励ig　P．3＆
単位：広告費は100万ポンド、1人当たりはポンド。ノ」涜業の広告費ではなく、広告業全体』
　また、小売の世界でどのような変化が生じたかにっいて、表6が示すところは、独立商が衰退したこ
と、生協が戦間期に頂点を極めたが、第二次大戦後はチェーンストアに押されて、売上高比率では半減
したこと、第二次大戦後には百貨店とチェーンストアを合わせた売上高比率は63％に達し、独立小売商
を凌駕したこと、とりわけこの63％の大部分はチェーンストアと推定されるので、チェーンストアが隅
の首石の地位を占めたことが分かる。
（21）Benson，　Rise　of　Consumer　Society，　p．41．イギリスにおけるチェーンストアについては、矢作『欧州の小売り
　イノベーション』参照。
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表6小売業売上高のタイプ別割合（GB）
単位：％
1800
1915
1939
1980／81
独立商
　100
　82
　65
　31
生協
　0
　8
11
6
百貨店
　0
　2
　5
チェーンストア
　　　0
　　　8
　　　8
63
出典：Benson，　Rise　of　Censtm2er　Society，　P，62
　さらに、製品別の消費支出の動向を概観しておくと（表7参照）、20世紀には食糧支出は継続的に低
下しているが、第二次大戦後の低下が著しい。また衣料支出も戦後、やや低下している。ファッション
製品だけでは衣料品全般の落ち込みをカバーできなかったことになる。またタバコの消費支出が第二次
大戦後、低下したことは理解できるが、酒類が1965年から85年にかけて増加したことは意外である。
イギリス人は以前よりも酒好きになったのであろうか。また自動車関連支出が増大しているのは、イギ
リスのモータリゼーションの活発な現状を見れば、納得できる。
表7製品別消費支出割合（GB）
　　　　　　　　　　　単位：％
1913
1937
1965
1985
????家具・電気製品など
　　　4
　　　6
　　　7
　　　7
姻10
10
9
7
???コ ??? 自動車
　O．6
　1
　3
　5
　　出典：Bensoq　Rige　OfαhnsumarSbeieij；p．63．
　最後に、都市化と食糧供給の地域的特長を見ておくと、Hu11やGrimsbyでは、港町の特長を生かして、
魚缶詰産業が盛んとなり、ロンドンやその近傍のレディング（Reading）では、　Peak　Frean社やHuntley
＆Palmer社がビスケット製造で有名となった。チョコレート製造では、バーミンガムのキャドベリー
（Cadbury）社、ブリストルのフライ（Fry）社、ヨークのラウントリー（Rowntree）社が全国的に知ら
れるようになった。またシェフィールドは刃物・金属加工業で世界的に有名となり、オックスフォード
ー正確にはオックスフォード近傍のCowley－（モリス社）、コヴェントリー（オースティン社）、
ロンドン近傍のダゲナム（フォード社）は、自動車製造で有名となった。
　第3節1960年代後半のイギリス消費市場
　本節では、研究者にはほとんど知られていないPatricia　Millardの著作、　British　Madθ（1969）を利
用して、1960年代後半のイギリス消費市場でどのような製品が購入されていたのか、またどのような企
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業がそれらの製品を製造していたのかを明らかにしたい。
　この著作は、タイトルが示すように、イギリスの消費市場で、イギリス固有の製品がいかに少なくな
り、イギリス国内に工場・子会社を持っ外国企業によってどれほどの製品が生産され、イギリス市場で
消費されているかという問題を分析している。著者の問題意識は、イギリス企業固有の製品が少なくな
っていう現状を憂えて、状況を調査し、本書を執筆したものである。したがって主に外国企業のイギリ
ス市場における活動を扱っているが、同時に純粋イギリス企業の活動にも触れており、その意味でミク
ロ的な観点からイギリス消費市場を知るには格好の本といってよい。本書は、本格的研究書というより
は、調査報告書のような本であるので、逆に資料として有用である。以下では、やや冗長な感もあるが
（ただし、こんな状況だったのかと、驚かされることも多い）、産業・製品ごとにどのような商品をど
のような企業が製造していたのか、翻ってみれば、イギリスの消費者はどのような商品を購入していた
のかを明らかにしたい。
　｛食品産業｝（22）
　〔ベビーフーズ〕
　　この分野では、アメリカのHeinz社が1400万ポンドベビーフーズ市場の85％を握っている。また同
　　じくアメリカ企業のGerberが13％のシェアをもっている。
　〔ベビー・ラスク（軽焼きビスケット）〕
　　この市場では、Ovaltine（スイスの製薬企業Sandozの子会社）が90％のシェアを占めている。
　〔ベビー用のシリアルやナッツ〕
　　この分野でイギリス企業は健闘しているが、OvaltineやGerberも強い。
　〔ハインツ社〕
　　同社の57商標はイギリス市場でお馴染みである。その理由は、1917年以来ハインツがイギリスで活
　　動し、8000人以上を雇用していることも一因である。アメリカのピッツバーグにある親会社
　　H．J．　Heinzのイギリス子会社は、12人の取締役のうち3人がアメリカ人だが、残りはイギリス人で
　　ある。ハインツの最もよく知られている製品は、baked　beansであり、3000万ポンド市場の60％を
　　押さえている。同社はまた、缶詰スパゲティ市場の83％を占めている。同社の宣伝は、アメリカの
　　広告会社であるYoung＆Rubicamのイギリス子会社によって行われている（23）。ハインツ社のライバ
　　ルは、Crosse＆Blackwe11社で、その親会社はスイスのNestleである。
　〔朝食シリアル〕
　　この分野ではアメリカのKellogs社が、　Corn　Flake、　Ricicles、　Frosties、　Sugar　Smacks、　Coco　Pops、
　　All　Stars、　All－Bran、　Rice　Krispiesなどのブランドで、市場の57％を占めている。イギリス企業
　　のWheetabixは16％、アメリカ企業のNabiscoとQuaker　Oatsはそれぞれ12％と11％を占めている。
　　ナビスコのブランドは、Welgar、　Cubs、　Shreddiesで、クウェーカー・オーツはQuakerである。今
（22）Millard，　Bri　tish　Uade，　pp．12－19．なお、この分野に関して、ユニリーバについては、　Jones，　Reneving　Unile　ver、
　P＆Gについては、Dyer，　et　a1．，　Rising　Tide参照。
（23）イギリスの広告業の発展にっいては、荒井『広告の社会経済史』参照。
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ひとつの人気シリアルは以前のAlfred　Bird社（現在はニューヨークのGeneral　Foodsの子会社と
なっている）のGrape　Nutsである。
〔プロセスチー一一ズ〕
この市場では、ともにアメリカ企業であるKraft、　Swift両社が市場の4分の3を占めている。クラ
フト社は、National　Dairy　Products　Corporationの完全子会社であり、スイフトは子会社のイギリ
ス法人が製造している。
〔manufactured　cheese〕
この製品分野では、クラフトがUnigateブランドで70％を占め、ユニリーバがMilkanaブランドで、
ネスレがSwiss　Knightブランドでクラフトを追っている。
〔輸入チーズ〕
最も人気のある輸入外国製チーズは、オランダのEdamとGoudaで両者の合計の販売量は年7200ト
ンである。デンマークのDanish　Blueは年3000トン、フランスのCamembertとBrieは合計で1000
トン以上である。イタリアのGorgonzolaは年に1100トン、スイスのE㎜entalerとGruyereは年
に400トン、フランスのSt　PaulinとPort　Salutは年に500トンである。
〔料理用油（fats）〕
Fatsに関しては、ユニリーバの子会社であるVan　den　BerghがBlue　BandやEchoのブランドで67％
のシェアを持っている。5％以上を持つライバルは、クラフトである。Brown＆Polson社は、　Mazola
ブランドで、植物油の3分の1を占めている。同社は、ニューヨークのCorn　Products社の完全子
会社である。クラフト社はこの分野でのユニリーバのライバルである。ハインツはオリーブオイル
市場を支配している。サラダクリーム市場では、ハインツが80％、クロス＆ブラックウェル社が15％
を占めている。
〔魚缶詰〕
魚缶詰市場は、ユニリーバの子会社であるJohn　Westが大部分を支配している。ユニリーバはまた
ショップチェーンであるMac　Fisheriesを所有している。
〔肉缶詰〕
肉缶詰市場では、アメリカのLibby社、　Armour社（lnternationa1Packersの子会社）、ユニリーバ
の子会社Unox、オランダのYe　Olde　Oak、デンマークのPlumroseの各社が、コーンビーフ市場を除
いて、市場のほとんどを支配している。コーンビーフ市場では、イギリスのFray　BentosがLibby
と市場を分け合っている。シカゴに本社を持っスイフト社は、イギリスにおいても80以上の支店を
持つ最大級の輸入業者兼配送業者（distributer）である。ユニリーバの子会社であるWallsは、ソ
ーセージのマーケットリーダーである。シカゴに親会社を持っOppenheimer　Casingは、ソーセージ
用皮の最大の製造業者である。
〔食品業における英米企業の協定〕
ボストンの食品企業William　Underwoodは、イギリスのShippam社の26％の持分を手に入れた。
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Shippam社は、見返りにアンダーウッド社のDevilledHam（アメリカのブランドリーダー）、Chicken
Maryland、　Boston　Beansのイギリスにおける製造・販売権を持っことになった。
〔ソース〕
ソースの主要製造業者はハインツで、トマトケチャップの50％、クロス＆ブラックウェルも有力な業
者である。最もよく知られたブラウン・ソースのブランドは、British　HPである。この業界にはイ
ギリスの2社であるDaddiesとOKがあり、Lee＆Perrinsは、株の60％が同名のアメリカ親会社に
所有されている。Marela　Picklesはアメリカ企業WRGraceの子会社である。クロス＆ブラックウェ
ルはピクルスとヴィネガーのブランドリーダーである。Escoffierソースは、アメリカのHeublenに
ある企業の子会社である。
〔冷凍食品〕
ユニリーバの子会社Birds　Eyeは、冷凍食品市場の65％を占めている。ブランドとしては、　Surprise
　（乾燥野菜）、Smethurst、　Vesta、　Tempoがある。
〔ネスレ〕
1967年に、Findus、　Fropax両社は、イギリスにおける冷凍食品事業を統合した。　Findusはネスレの
子会社であり、同時にネスレはFropaxの21％の株を手に入れた。元来、Fropaxの株はLyonsとUnion
Internationa1社によって保有されていた。三っの主要なブランド、　Findus、　Eskimo、　Froodの50％
がネスレによって所有されることになった。残りの株式はLyonsとUnion　International社によっ
て所有されている。FropaxとGlacier　Foodsは共同でアイスクリームと冷凍食品の流通システムを
所有しており、ネスレはまたGlacier　Foodsの約15％を獲得したので、結果的にイギリス冷凍食品
市場の20％の市場を手に入れたことになる。クラフトもまた、イギリス企業Brains社を獲得したこ
とにより、冷凍食品市場に参入した。
〔アイスクリーム〕
ユニリーバは、子会社Wallsを通じてアイスクリーム市場の37％を占めている。ライバルはライオ
ンズ社で35％のシェアである。
〔デザート〕
デザート市場で、ハインツは缶入りスイートプディングの75％を占め、クロス＆ブラックウェルは
10％である。アメリカ企業のRoya1（Standards　Brandsの子会社）、およびGeneral　Foodsの子会
社Birdはパケット・パイ市場で75％、25％のシェアをそれぞれ獲得している。カスタード・パウダ
ー市場では、Bird’sが65％でトップ、他の主要企業はBrown＆Polson、　Corn　Products、スイスの
Maggiである。
〔グリーン社〕
HJGreenは、ミネアポリスのPillsbury　Coの完全子会杜で、カスタードパウダー、スポンジケー
キ、テーブル・デザート、ゼリーでよく知られている。同社はHov’eに工場を持ち、250人を雇用し
ている。Mitcham　Foodsはクラフトと同じく、National　Dairy　Productsの子会社で、マーガリン、
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油脂、プロセスチーズで活発に活動している。
〔缶入りフルーツ・野菜〕
缶入りフルーツでは、Libbyがリードしており、缶詰野菜ではユニリーバの子会社Batchelorがマー
ケットリー・・一ダーである。
〔冷凍ポテト〕
インスタントポテト（冷凍ポテト）では、Marsの子会社Dornay　Foodsがブランドリーダーであり、
YeomanやDineといった製品で市場の70％を支配している。イギリスのキャドベリーがこの分野に
参入しようとしており、またカナダのMcCain　FoodsがScarboroughにヨーロッパで最大級の工場を
建設しつつあるといわれている。同社は1965年にイギリス市場に参入したが、現在3000万ポンド
市場といわれるこの分野の30％のシェアを有している。このほか、レディングのW　B　Pellew－Harvey
社がニューヨークのPotato　Service社と共同してこの分野に進出を計画している。ちなみに、日本
では家庭でフライドポテト（イギリス表現ではポテト・チップス）を揚げることは少ないが、イギ
リスでは食事、おやつ代わりによく食べる。
〔ポテトチップス〕
ポテトチップス（イギリス表現ではクリスプス）では、最大の供給者はImperial　Tobacco社の子会
社であるBritish　Golden　Wonder社で、2位はアメリカのGeneral　Millsが10％の株式を持つSmiths
Crispsである。次いでCrimpy　Crisps社であるが、同社はPepsi－Colaが所有している。
〔コンデンスミルク〕
コンデンスミルク市場は、アメリカの3社が支配している。General　Milk　Products社が所有する
Carnation社はスコットランドのDumfriesに1939年以前から工場を所有し、同市場の40％以上を
占めている。ネスレのIdea1社は40％、　Libbyは約10％である。缶入りクリームでは、ネスレが市
場の3分の1を占め、Smith　Kline＆French社の子会社であるAvoset社がトッピングや乳製品、ソ
フトアイスクリーム・ミクス（粉末）を製造している。
〔缶入りスープ〕
缶入りスープ市場は、ハインツが60％、クロス＆プラックウェルが22％、ニュージャージーの
Campbell　Soup　Coが所有するCampbells社が16％のシェアを持っている。
〔エキス・固形スープ〕
肉野菜のエキス・固形スープ市場では、イギリスのOxoやBovri1の市場支配力が強く、Brown＆Polson
の子会社KnorrやCrosse＆Blackwe11の子会社Maggiのシェアは限られている。しかし、ユニリー
バは最近、乾燥スープ分野に参入した。
〔レーズン〕
レーズンのSun－Maid　Raisins社の親会社はカリフォルニアの企業である。昔からスコットランドの
ダンディーにあるJames　Keiller社は、今はネスレの子会社である。マーマレード、蜂蜜、西洋わ
さび、砂糖漬け（preserves）、ミントソース、糖尿病向け製品、缶入りフルーツ・野菜で有名なFrank
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Cooper社は、アメリカのCorn　Products社の完全子会社で、生産のために300人を雇用している。
〔ドーナッツ〕
ドーナッツでは、マサチューセッツのUniversal　Food　Systemsの子会社であるDunkin　Donutsが有
力である。ドーナッツ製造機械は、ニューヨークに親会社があるDCA　Industriesが生産している。
ケーキミクス（ケーキの素）で支配的企業は、Mary　Baker社で、その親会社はNabisco（National
Biscuit　Companyの略称）でRitzクラッカーやFrearsビスケットで有名である。ナビスコは1908
年からイギリスに進出しており、1000人以上を雇用し、9人の取締役のうち3人のみがアメリカ人
である。
〔ケーキミクス〕
DCAの子会社であるLavery社は、広範囲のケーキミクスをLamixという商標で販売している。クリ
スマス用プディングのHarleyquinでもよく知られている。
〔CP〕
コーン・プロダクツ社は、Brown＆Polsonを通じて、グルコー一一ス・シロップ、ブドウ糖、キャラメ
ル、スターチ（澱粉）などで独占的地位を有している。また動物飼料、トウモロコシ油でも活発な
生産者である。
〔バナナ〕
バナナ市場では、Fyffesバナナが1901年以来、イギリスに輸入されてきた。　Elders＆Fyffes社は、
ボストンのUnited　Fruit社によって所有されており、バナナ市場の40％以上を押さえている。オラ
ンダ人が所有するGeest　Industriesは45％のシェアである。ユナイテッド・フルーツ社の今ひとつ
の子会社であるGeorgeJacksonは青果、花、ポテトのディストリビューターである。　Elders＆Fyffes
社は、最近、青果の卸業者であるGeorge　Monroを買収した。
〔外国系輸入製造業者〕
Heudebert　Foodsはフランス系であり、Primula社はノルウェー系である。シカゴの同名親会社を持
つBeatrice　Foodsは、あらゆるタイプのインスタントチャイニーズフーズの製造・輸出を手掛けて
いる。オランダ系のBritishFermentation　Productsはイーストや製パン関連品の大製造企業である。
BritishArkadyも同種の事業を行っているが、ニューヨークのWard　Foodsが親会社である。スエー
デン系のFelix社は野菜、クランベリーなどの缶詰食品を製造している。
〔ダイエット食品〕
ダイエット食品（sli㎜ing　foods）では、アメリカのPfizerグループの企業であるUnicliffe社が
強いカを持っている。・ブランドはLi㎜itsやTrimettsである。シンシナティに本社を持つP＆Gは、
広範囲のダイエット食品、Crisbak、　Sweetex、　Selexなどを持っている。砂糖の代替物として人気が
あるのは、スイスのCIBA社のHermesetas、アメリカのAshe　Laboratories社のSucronである。
〔栄養食品・ダイエット食品〕
ハイプロテインや低スターチ食品は、年に2000万ポンドの市場を持っている。そのブランドリーダ
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一は、Cavenham　FoodsグループのSlimceaである。同社はその51％を、フランスのSource　Perrier
社の子会社によって所有されている。代わりに、Cavenham　Foodsはベリエ・コンバインであるUFICO
の50％を持っている。新たに導入されたダイエットピルは、Aydsというブランドであり、アメリカ
のPurexグループの子会社であるCuticula社の製品である。　Ashe社もまたダイエットピルやダイエ
ット用スイーツ・チョコレート調合品分野で活動している。
〔ペットフード〕
ペットフードでは、アメリカのMars社の子会社であるPetfoods社がドッグフード市場の60％、缶
入り猫用飼料市場の20％のシェアを持ち、鳥用飼料でリードしている。主なブランドはKit－e－kat
　（猫）、Lassie、　Pedigree　Chum、　Chappie（以上、犬）、Swoop（鳥）である。
〔動物用飼料〕
動物用飼料では、ユニリーバが牛、家禽、養豚向け市場で強力な地位を維持している。P＆Gも同市場
で活発に展開している。
〔チョコレート〕
チョコレートでは、イギリス系企業がなお強力である。キャドベリーとラウントリー（同社の有名
ブランドはキットカット）両社で60％を占めている。アメリカのMars社は、　Mars　Bars、　Milky　Way、
Bountyといったブランドで5％を占めている。同社はイギリスで30年以上にわたって活動しており
　（1930年代末に設立）、3000人以上を雇用している。スイスのネスレも人気商品を販売している。
オランダ系のBensdrop、スイス系5社のVan　Melle（ブランドはFruitellaやTellamint）、Tobler
　（ネスレの子会社）、Tobler　Meltis、　Lindt、　Suchardは高級チョコレート市場で成功している。ア
メリカのWrigley社はチューインガムでほとんど世界的独占状態にあり、アメリカのSquibb
Beech－Nut社とイギリスのHSWhiteside社の合弁企業であるLife　Savers社の製品は、映画館で評
判である。
〔糖蜜〕
現在、Tate＆Lyle社の子会社によって支配されている糖蜜市場では、アメリカのInternational
Molassesがハル（Hull）とリヴァプールにターミナルを設置し、市場に参入しようとしている。同
社の親会社はペンシルヴァニアのNational　Molasses　Companyである。
〔紅茶〕
包装紅茶（packet　tea）の市場では、イギリス企業がなお優勢だが、ティーバッグ市場ではアメリ
カ系のTetleys（Squibb　Beech－Nut社の今ひとつの子会社）が市場の70％を握っている。
〔インスタントコーヒー〕
インスタントコーヒー市場では、海外企業が強く、ネスレ社の製品であるネスカフェと、アメリカ
のGeneral　Foods社のMaxwell　Houseが2大ブランドである。　Chase＆Sanbornという商標で缶入り
コーヒーを販売しているStandards　Brands社もアメリカ系である。ココアや飲用チョコレートで強
力なのは、アメリカのWRGrace社が所有するVan　Houten社である。夜用飲料として人気があるの
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は、イギリス系のHorlicksとスイス系のWander社のOvaltineである。最近、　Wander社はスイス
の製薬企業Sandozによって買収された。
〔ビール〕
ビール市場では、元来イギリス系の大企業が独占的地位を保っていたが、近年は外国企業の進出が
盛んである。イギリス最大のビール企業であるBass　Charringtonの4％の株を、カナダ系のCanadian
Breweriesが保有している。同社のブランドはCarlings　Lagerである。デンマークのCarlsbergは
非常に人気のある輸入ビールである。Jos　Schlitz　Brewing　CoのSchlitzは、アメリカ系のビール
であり、ミルウォーキーを有名にしたビールである。その製品は、ロンドンでは流通・パブ業者の
Watney　Mannを通じて販売されている。　「世界でもっとも高価なビール」と言われるドイツの
Lowenbrauは、ビール市場のハイエンドを押さえようとしている。イギリスで第2位のビール製造業
者であるAllied　Breweriesは、傘下にInd　Coope、　Friary　Meux、　Grants　of　St　James’s、　Showerings
を有しているが、同社にユニリーバが買収話を持ちかけている。なお、アライドは1万のパブを所
有している。
〔ソフトドリンク〕
炭酸飲料では、Seven－Upはアメリカ系であり、Canada　Dryも、　Colasと俗称されるPepsiやCoca
と同様、アメリカ系である。ユニリーバはソフトドリンク市場で、Tree　Topというブランドで、10％
のシェアを持っている。残りの市場はイギリス系が押さえている。
〔酒類〕
ワイン、強化ワイン、アプレティーフはすべて輸入であるが、イタリアのCinzano、フランスの
Dubonnet、オランダのErven　Lucas　Bolsはイギリスに完全子会社を持っている。
〔ハードリカー〕
ジンで有名なプリマスのCoatesは、ニューヨークのSchenleylndustries社の子会社であり、ミネ
ラルウォーターで著名なApollinarisは、ドイツのDortmund　Unionの子会社である。　Schenley
Industriesは、長らくイギリス企業の牙城であったスコッチウィスキー市場に進出しつつある。同
社は、Long　John　DistillersやDJohnston、　Stanley　Holtを傘下に持ち、ワイン・スピリット商人
のSherbrandも支配している。　House　of　Seagramはジン、クリームシェリー、ラム、エッグフリッ
プ、ウォッカなどを手広く生産・販売している。同社はまた、International　Distillers＆Vintners
社の小売子会社であるUnited　Vintners社の35％を保有している。　John　Jamesonはアイルランド系
のウィスキー蒸留業者である。Canadian・Hiram・WalkerはGeorge　Ballantineを所有し、　Inver　House
DistillersはアメリカのPubliker　Internationalの子会社である。
〔周辺部材・機器〕
瓶詰め用の金属性キャップでは、Crown　Corkが市場を支配しており、同社の親会社はフィラデルフ
ィアのCrown　Cork＆Seal社である。　Crown　Cork社はまたエアゾール市場の25％を支配している。
ブリストルのHygienic社はストローの大手企業であるが、アメリカのMaryland　Paper　Products社
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が50％の株を持っている。Barry－Wehmillerは瓶詰め機の重要企業であるが、アメリカに親会社を
持っている。瓶洗浄機械のメーカーであるBritish　Miller　Hydro社は、ジョージアのMiller　Hydro
が親会社である。
〔タバコ〕
タバコ産業においては、国際的な販売組織やブランド権のネットワークは複雑で錯綜している。プ
レイアーとしては、イギリス系のインペリアル・タバコ、ギャラハー、ブリティッシュ・アメリカ
ン・タバコ（BATS）、アメリカ系のアメリカン・タバコ、フィリップ・モリスなどがある。
アメリカで第2位のタバコ企業であるAmerican　Tobacco社は、　Gallaher社の株式を13％から66％
に買い増した。イギリス市場の27％のシェアをもつGallaher社は、　Cadets、　Senior　Service、　Park
Drive、　British　Benson＆Hedges、　Kensitasなどのシガレットブランド、　Hamlet、　Manikin、　Senator、
John　Cottonなどの葉巻ブランドを有している。同社は、　Sobranite商標の権利を購入した。だが、
British㎞erican　Tobacco社はSenior　Serviceブランドの世界登録商標権を保持しており、若干の
国におけるBenson＆Hedgesの商標権を持っている。しかしアメリカでは、　Philip　MorrisがBenson
＆Hedgesの商標権を持っている。フィリップ・モリスはアメリカで第4位のタバコ会社であり、
Gallaherに対してTOBを仕掛けたが、不成功であった。イギリスのImperial　Tobacco社はアメリカ
ン・タバコ社の有力ブランドPall　Ma11とLucky　Strikeの輸入権を持っている。インペリアル・タ
バコ社のOgden部門は、アメリカン・タバコの01d　Goldブランドを販売している。アメリカン・タ
バコ社は、いくつかのインペリアル・タバコ社のブランド（Wills、　Capstan、　GoldFlake、　Woodbines、
St　Bruno）を保有している。逆にBATSは、インペリアル・タバコの若干のブランドの輸出権を確保
している。インペリアル・タバコは市場の66％を支配している。南アフリカのRembrandt－Rothman
社は、市場で8％のシェアを持つCarrerasを事実上支配しており、後者はAlfred　Dunhi11社を所有
している。
〔タバコ・フィルター〕
タバコのフィルター・チップスの生産では、アメリカのEastman　Kodakが特許を持っており、Carreras、
British一㎞erican　Tobacco、　Rothmans、　Cigarette　Componentsの4社に製造をライセンスしている。
もう一つの製造会社であるEctona　Fibresはカンバーランド工場で生産しているが、同社はコダッ
クが60％の株式を所有している。
〔タバコ・ライター〕
タバコ・ライターの市場では、Ronson社が圧倒的であり、ニュージャージーのRonson　Corporation
の子会社である。タバコ製造機械の有力企業は、ヴァージニアに本拠を持っMolins　Machine　Company
である。同社は北アイルランドに工場を持っている。
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｛化粧品・トイレタリー｝（24）
〔概況〕
化粧品産業では、アメリカ企業、フランス企業が強力である。3つのアメリカ企業、Helena　Rubinstein
　（1908年設立）、Elizabeth　Arden、　Coty（Pfizerの子会社）、フランス企業のLancome（L’Orea1
の子会社）である。中位価格帯の企業では、Revron、　Dorothy　Gray（Lehn＆Fink　Productsの子会
社）、Max　Factor（イギリスにおける最大手の化粧品関連製品の流通業者でもある）、Charles　of　Ritz、
Avon　Cosmeticsがある。
〔エイヴォン〕
エイヴォンはイギリスで子会社を設立してから9年を経ずして、全市場の14％を獲得したといわれ
ており、直接販売がその販売方法である。同社は、ノーサンプトンシャーのCorbyやシェフィール
ドに配送センターを建設し、2000人を雇用している。同じような直接販売の企業としては、Beauty
Counsellorsがロンドンで活動している。
〔ハイエンド・ローエンド化粧品〕
高価格帯のメーカーとして、スイスのBea　Casserがあり、同社はヨ・一・一ロッパで最大の化粧品メーカ
ーという評もある。同社は年に100万ポンド以上の売上がある。Smith＆Nephew社は今ひとつのス
イスのトップブランドであるJuvenaブランドを輸入している。低価格帯のメーカーとしては、アメ
リカ系のChesebrough－Pond’s社は、ブランドとしてPondsやAnge1、　Vaselineを製造している。同
社はアメリカのフォーチュン誌で、416位にランクされている。低価格帯のイギリスメーカーは
Ri㎜elである。他の一般化粧品メーカーとしては、　American　Home　Productsの子会社であるTokalon
and　International　Chemica1社があり、ブランドとしてAnne　Frenchがある。
〔ユニリーバとP＆G〕
ユニリーバの化粧品ブランドして、Astra1、　Skinfare、　Icilma、　Skin　Deep、　Vinola、　Evetteなどが
ある。同社はニューヨークのArthur　Winarick社からDura－Glossブランドを販売するためにPinoya
という名称の子会社を設立中である。Lanolinブランドは、ニュージャージーに親会社をもつHazel
Bishop社が販売している。　P＆Gは、フェイスクリームのCheek　to　Cheekブランドで市場に参入しよ
うとしている。イギリス市場へのもう一っの新規参入企業であるRavenhurst　Enterprisesはボディ
クリームで参入を図っている。
〔フェイスパウダー〕
フェイスパウダー市場では、マックス・ファクターが40％のシェアを持ち強力である。Cotyが7％、
Ponds、　Avon、　Rubinstein、　Revronがそれぞれ6％のシェアを持っている。純イギリス系の企業は、
Yardleyである。口紅はマックス・ファクターが強く21％、　Ponds、　Revron、　Avon、　Cotyが6～7％
であり、Yardleyは14％である。純イギリス系のMyram　Picker社はGala、　Miners、　Outdoor　Gir1
のブランドで12％を占めている。
（24）Millard，　Brゴtish　Made，　pp．33－37．
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〔アイ・メイクアツプ〕
アイ・メイクアップでは、やはりマックスファクターが強く、Ponds、　Avon、　Rubinstein、　Revronが
続いている。新規参入企業はアメリカのMaybellineで、その製品はRichards＆Applebyによって
流通・配送されている。ポンズ社の製品であるCutexは、爪マニキュアの分野で強く、Coty社の
Sun－tanもローションで強い。
〔香水・化粧水・コロン〕
香水、コロン分野での唯一のイギリス企業はヤードリーで、BATグループの一部である。フランス系
の香水では、Chanel　no　5が世界で最も売れている香水といわれている。エイヴォンは化粧水（toilet
water）、コロンを含む香水市場の25％を占め、ヤードリーは9％、　Cotyは8％、マックズ・ファク
ターは7％である。フランス系のGuerlain、　Molyneux、　Dubarry、　Revillon－Millot、　LucienLeLong、
Bourjoisもよく売れている。最近、アメリカのDe　Witt　International社は、　Albright＆Wilson
の子会社であったPorter＆Mooreを買収した。
〔外国企業の買収〕
昔からのフランス企業、Houbigant社は現在ではアメリカに本拠を置いているが、流通業者として取
引していたロンドン企業であるAbbey　Parfumerieを買収した。1930年代のイギリス市場で、
Houbigant社はかなりのシェアを持っていた。ヴァージニアに本拠を持つARRobinsは、　Caron香
水社を1967年に買収した。ユニリーバの製品であるCalifornia　PoppyやAtkinsonsは香水、化粧
水分野で人気がある。
〔ヘアーカラー〕
ヘアーカラー分野では、主要5企業とも外国系である。トップ企業のRichard　Hudnutはニュージャ
ージーに本社があるWarner－Lambertの子会社であり、16％のシェアがある。　L’Orea1はアフターシ
ェイブローションやバブルバス用品も生産しており、14％のシェアである。ユニリーバの子会社で
あるElidaはSea　WitchやHarmony、　Melodyのブランドでやはり14％のシェアである。　Toni社は
Gilletteの子会社で、　Clairo1社はBristol－Myersの子会社である。　Bristo1－Myersは、　Vitalisや
Scoreの製造企業として有名である。ロスアンジェルスの企業であるHelene　Curtisは、世界最大の
ヘアー一一一・関連製品企業として知られている。同社は世界34力国で活動している。おなじみのヘアー関
連製品であるVitapointeはフランス系である。ユニリーバはSunsilk、　Clinicなどのシャンプーや
ヘアーオイルのNutrilenceで確かな基盤を築いている。毛髪スプレーで有名なのは、ドイツのWella、
Schwarzkopf、　Corino1、アメリカのレヴロンの子会社であるRealisticなどである。
〔シヤンプー〕
P＆Gは、シャンプー一一分野にHead　and　Shouldersブランドで攻勢をかけている。同市場の25％を目標
にしていると言われている。Colgate－Palmolive社のGoddess　Shampooが最近イギリス市場で登場し
た。
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〔化粧石鹸〕
化粧石鹸では、ユニリーバのラックスとコルゲートのPalmoliveで市場の30％を占めている。ジレ
ット社もHappy　Faceブランドで参入している。洗顔クレンザーパッドのQuickiesは、ニューヨー
クに本社のあるAssociated　Products社によって製造されている。
〔練り歯磨き〕
ユニリーバの子会社であるGibbs社は、2000万ポンド市場の練り歯磨き分野で、35～40％のシェア
を持っている。その主要なブランドは、SR（17％）、Signa1（13％）、Gibbs　Fluoride、　Pepsodent、
Mentasol、　Dentifriceで．ある。コルゲート社は約30％のシェアで、ブランドのコルゲートで27％、
そのほかDental　Cream、　Fluoride、　Ultrabriteなどのブランドがある。イギリス系の主要企業は、
BeechamのMacleansで市場の5分の1を占めている。そのほかの企業では、　P＆GのGleamなどがあ
る。
〔歯ブラシ〕
歯ブラシとしては、Halexがあり、Bakelite　Xylonite社の一部門である。べ一クライト社はBritish
DistillersとアメリカのUnion　Carbideのジョイントベンチャーである。電動歯ブラシでは、　Ronson
がリーダーであり、同社の親会社はニュージャージーにある。
〔デオドラント〕
デオドラント分野では、ブリストル・マイヤーズが市場リーダーで、300万ポンドといわれる市場の
19％のシェアを持っている。ビーチャムの製品であるBody　Mistは16％、エイヴォンは13％、コル
ゲートのOdo－Ro－Noは7％である。このほか、　P＆G、マックス・ファクター、レヴロン、ジレットな
ども参入している。
〔化粧用パウダー〕
化粧用パウダー（talcum　powder）やベビーパウダー市場は、400万ポンドの売り上げがある。その市
場で1位のエイヴォンは24％、ヤードリー、ジョンソン＆ジョンソン、マックス・ファクターはそれ
ぞれ6％、ポンドとアーデンはそれぞれ2％のシェアであった。
〔メンズ・トイレタリー〕
メンズ・トイレタリーは成長市場であり、約900万ポンドの規模がある。この市場の半分は、アメ
リカのShulton社が01d　Spice、　York　Town、　Desert　Flowerといったブランドで確保している。同
社の取締役3人のうち2人はアメリカ人であり、1人がイギリス人である。同社はイギリスで230人
を雇用し、最近ノーサンバーランドに新工場を建設した。他には、マックス・ファクター、Mennen
があり、それぞれ5％のシェアをもち、両社ともアメリカ系である。
〔男性用デオドラント〕
男性用デオドラントでは、ジレットのRight　Guardが最もよく売れているエアゾール製品である。
同社はDriveやFoamy（シェービングクリーム）などのブランドでも優位にある。他社には、ユニリ
ーバの子会社ギッブズのEasyやErasmicブランド、コルゲート、ブリストル・マイヤーズ（lngram
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ブランド）などがある。
〔剃刀〕
剃刀の市場は、ジレットとイギリスのWilkinsonが市場を同じ程度に分け合っている。ジレットは
フォーチュン・ランキングで200位である。同社は1930年にイギリスのAuto－Strop　SafetyRazor　Co
を買収し、安全かみそり市場の93％のシェアを持った。剃刀輸出の76％は同社に負っている。他に
は、フィリップ・モリスの子会社であるEver－Ready、親会社がペンシルヴァニアにあるSchick社、
スエーデン資本が入っているSatinex社がある。
〔電動剃刀〕
電動剃刀では、フィリップスが首位で、アメリカ系のRonsonやRemingtonが続いている。レミント
ンは、Sperry　Randの1事業部門で、ヨーロッパ本部をコネチカットからロンドンに移転した。ペン
シルヴァニアのSchick　Electric、シカゴのSunbeamの両社もこの市場で活発である。ドイツのBraun
はRonsonとの協定のために、イギリスとアメリカではあまり認知されていない。
〔トイレットティシュウ〕
トイレットティシュウは、現在2500万ポンドの市場規模である。この市場はBowater－Scott、
Kimberly－Clarkの2社によって支配されている。前者は、　Bowater（UK）とScott　Paper　Corporation
of　Americaのジョイントベンチャーである。同社ブランドのAndrexは25％のシェア、キンバリー・
クラークのDelseyは11％である。キンバリー・クラー一クはアメリカ系であるが、イギリスの活動に
ついては、イギリスのReed　Paper　Groupが3分の1の株を持っている。キンバリーのKotexとアメ
リカ系のTampaxの両社が衛生用品分野では支配的である。
〔接着剤付応急手当用品〕
接着剤付応急手当用品分野では、イギリス系のSmith＆NephewがElastplastブランドで60％のシ
ェアを握り、ジョンソン＆ジョンソンのBand－aidが約30％である。
〔テイツシュ〕
ティッシュ（facial　tissue）では、キンバリーがKleenexで60％のシェアで、　BowaterScottの
Scottiesが20％のシェアである。市場規模は少なくとも1000万ポンドである。スイスの親会社、
Mocho　Domsjoが所有するSatinexは10％のシェアである。キッチンペーパーでは、同様の2社が市
場を分けていて、Bowater－ScottのScot－towelsが半分、　Kleenexが46％以上である。　Satinexも参
入しており、5％を目指している。
｛家電製品｝㈱
家電市場全体では、オランダのフィリップス、スエーデンのElectrolux、アメリカのHooverや
Frigidaire、イギリス系のBritish　Domestic　Appliances（GEC／AEI、　Morphy　Richards、　EMIの合弁
企業）が主要な企業である。
〔25）Millard，　Bri　tish　Uade，　pp．47－54．なおイタリア企業が冷蔵庫分野で競争力を持っていたのは興味深い。
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〔冷蔵庫〕
エレクトロラックスは、2000万ポンド市場と言われる冷蔵庫市場の11％を占めている。イギリスの
ThornのブランドであるTricityは9％、　HooverやアメリカのGMの1部門であるプリッジデアーが
続く。フーヴァーはイタリアのZanussiブランドの冷蔵庫も販売している。
〔イタリア製冷蔵庫〕
ヨーロッパ最大の冷蔵庫メーカーはイタリア（ミラノ）のIgnisでイギリスでも販売している。小
売チェーンのCurrysと提携して価格競争を仕掛けている。イグニスは1968年には、1万から2万台
の冷蔵庫を販売する計画である。同じくイタリアの冷蔵庫メーカーであるIndesitは1968年にイギ
リスで約6万台の冷蔵庫を販売し、これは6％のシェアに相当する。
〔業務用冷蔵庫〕
業務用冷凍庫では、スエーデンのMalmros　Shipping　Companyのイギリス子会社であるFrigoscandia
がイギリスの冷凍倉庫設備の8％を持っている。業務用冷蔵庫製造の最大手は、York　Shipleyであ
り、同社はシカゴのBorg－Warner　Corporationの子会社である。
〔掃除機〕
フーヴァーは掃除機で著名であり、60％のシェを持つ。同社はイギリスで1931年から操業しており、
洗濯機の30％以上、乾燥機の28％を、Hoovermatic、　Keymatic、　Spinarinseのブランドで製造して
いる。さらにガス調理器にも進出する予定である。GEC／AEIは、　Hotpointブランドで25％、ブリッ
ジデアーは14％のシェアである。アイロンでは、ハリファックスのAdaが人気がある。この会社は
フィリップスの子会社である。
〔業務用洗濯機〕
業務用洗濯機の大手は、イリノイのMcGraw－Edison社の子会社であるBritish　Laundry　Machine
Companyである。業務用洗濯機分野では、大量の輸入製品があり、Polymark社がエージェントとし
て活動している。ドイツのPoensgen社は洗濯機の主導的なメーカーであり、イギリスにも工場を持
っている。Kelvinatorはコイン式洗濯機の分野で活発であり、イギリスでの流通はGomoco社によっ
て行われている。
〔デイツシュウオツシヤー〕
皿洗い機では、イギリス系のColstonがリーダーである。フーヴァーも人気があり、ドイツのBosch
も最近参入した。皿洗い機を製造しているHobart　Manufacturingの親会社はオハイオにある。ディ
スポーザーは、イギリスでは最近人気が出てきており、アメリカのIn－sink－eratorが10％のシェア
を持っている。
〔ミキサー〕
料理ミキサーはイギリスのKenwoodの領分であり、フランスのMoulinexもまた人気がある。Moulinex
はコーヒー・ミル市場の4分の3を占めているが、イギリスでは製造は行っておらず、流通はAndrews
Housewareを通じて行っている。以上の2社に、　Morphy　Richardsやドイツのブラウン、フランスの
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Rallyeが続いている。アメリカのSmith　Corona　Marchant　Corporationの一部であるProctor－Silex
はWhitlineブランドによって、コーヒー・パーコレーター、トースター、蒸気アイロンを販売して
いる。
〔フィリップス〕
フィリップスは、元来ランプや照明器具で知られていたが、ケンブリッジのPye社を買収し、業容
を拡張した。グラモフォンからラジオ、テレビ、科学精密機器まで広がっている。Eindhovenの本部
では、カラーテレビを生産している。
〔ラジオ・テレビ〕
イギリス系企業のカは家電製品ではなお強い。GECはThorrAEIの50％の株を所有し、　British
Domestic　Appliancesの50％の株を所有している。これに加えて、　British　Lighting　Industriesの
株を35％所有し、Thornと共同で同社の支配権を握っている。　British　Lighting　Industriesはラジ
オ、テレビ製造で強力だが、フィリップス＝パイ・グループの挑戦を受けており、テレビ部門では
同グループは25％のシェアを誇っている。フィリップスは、Dynatron、　Mullard、　Stella、　Pye、　Ecko、
Ferrantiのブランドで販売している。　GECは、　Sobe11、　Masteradio、　McMichaelのブランドで販売し
ている。アメリカのITTの子会社であるStandard　Telephones＆CablesはKB、　Regentone、　RGDの
ブランドで販売している。Ford　Motor　Companyの子会社であるPhilcoもラジオ、テレビを製造して
いる。
〔テレビ〕
イギリスで採用されたPALシステムは、西ドイツのDr　Walter　Bruchによって開発された。　Radio
Corporation　of　AmericaはRadio　Rentalsとカラーテレビの製造協定を結んだが、　Radio　Rentals
とTh。rnの合併によってご破算になった。
〔電気毛布〕
電気毛布はGECの得意分野で、50％のシェアである。アメリカのGEのブランドであるMonogramは
35％のシェアである。
〔電気調理器〕
GECは、電気調理器（electric　cooker）市場の5分の1、子会社のCannonを通じてガス調理器市場
の8％を握っている。ニューヨークのWestinghouse社はロンドンの子会社を通じて販売している電
気調理器の高価格帯で人気がある。
〔電球〕
電球分野でのマーケットリーダーはBritish　Lighting　Industries、　GEC／Osram、　Aladin（アメリカ
系）、フィリップスである。
〔その他家電機器〕
イギリスのACCossorの子会社であるBest　ProductsおよびマサチューセッツのRaytheon　Company
は、広範囲のトースター、コーヒー・パーコレーター他の家電機器を製造している。
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〔電池〕
カメラ、時計用の電池は、アメリカ系のMalloryによって主に製造されている。最大手の回転式芝
刈り機のメーカーは、スウェーデンのFlymoである。
〔ミシン〕
ミシンはSinger社が40％のシェアを持っている。同社は、1882年にスコットランドに工場を建設
し、ニューヨークの親会社が87％の株を所有している。同社はまた冷蔵庫を製造し、同時にイタリ
ア製の冷蔵庫を販売している。日本のブラザー社は、百貨店などの良い流通網を持ち、ブラザーブ
ランドでの販売に加えて、Curry’s　WestminsterブランドでのOEM生産（private　label　brands）を
行っている。イタリアのNecchiやドイツのPfaffは高価格帯で強い。　Pfaffのイギリスエージェン
トはアメリカ系の子会社であるwillcox＆Gibbsで、同社は工業用ミシンの主導的製造企業でもあ
る。アメリカ系のUnion　Special　Machine社は、工業用ミシンのもう一つの大企業である。
〔家庭用品〕
American　Home　Products　Corporationの子会社であるPrestigeグループは、包丁、家庭用品で支配
的である。Ewbank（カーペット掃除機）、0－Cedarand　Happimaid（モップ）、またSkylineブラン
ドでの家庭用品を製造している。Halexは、　BexとBex－Bisse11カーペット掃除機およびカーペット
シャンプーでよく知られている。Bisse11は、ミシガンのBissell　Incとの協定による特許名称であ
る。
〔金物類〕
ナイフ・フォークなどの金物類では、イギリス企業は市場の大部分を支配している。しかし、アメ
リカ系のOneidaが北アイルランドに工場を作り、高級銀メッキ製品やステンレス製品で積極的に活
動している。アメリカ系のColly　ProductsやPal　Personnaは金物市場に参入している。陶磁器部
門のCrown　Staffordshire　ChinaとEnoch　Wedgewoodは、ニューヨークのSeymart　Importing　Company
の子会社である。アメリカのCarborundum社はCopeland社を所有し、同社はSpode陶磁器を製造し
ている。
〔魔法瓶〕
Thermosはほとんど一般名詞となっているが、様々な魔法瓶を製造している。同社はイギリスの
Brentfordで製造しているが、ミシガン州Ann　ArborのKings－Seeley　Thermos　Coの子会社である。
年に1000万の魔法瓶を製造し、そのうち55％を輸出し、市場の60％を保持している。もう一つの
魔法瓶製造企業は、親会社がテネシー州のナッシュヴィルにあるAladin　Industries社である。
〔タッパーウェアー〕
Tupperwareブランドは、プラスチック容器の代名詞であるが、アメリカのRexallDrug　Laboratories
社の子会社であるTupperware社によって、直接販売されている。
〔食卓用品〕
食卓用品、ガラス製品では、ヨーロッパ企業の製品がディストリビューターによってイギリスで販
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売されている。ドイツのRosentahl　China、オランダのGero、スカンジナヴィア・デザインのOrefors
のような製品である。
〔洗剤〕
洗剤では、海外企業が極めて強力である。ユニリーバは同市場全体の45％を占め、P＆Gは43％であ
る。ブランドとしては、ユニリーバがPersi1（28％）、Omo（15％）、Surf（5％）、P＆GがFairy　Snow
　（13％）、Daz（18％）、Tide（11％）などがある（カッコ内はheavy　duty　soap　powdersのシェア）。
この外、Lux　Liquid、　Fairy　Liquidのような食器洗い用洗剤、あるいは漂白剤のDometos（ユニリ
ーバ）などがある。コルゲートは、洗剤としてはFab、01a、　Ajaxなどを販売している。また主婦や
パートタイム・ワーカーによって販売されるSwipeのような洗剤があり、アメリカで成功したため
に、イギリスでもそうした方式が始まった。また酵素入り洗剤が発売され、ユニリーバはRadiant、
Driveのブランドで、　P＆GはArie1ブランドで発売している。
〔他の洗浄・ワックス剤〕
オーブン・クリーナーでは、Phillips，　Scott＆Turner社のShiftがマーケット・リーダーである。
またBig　Sブランドも同社は製造しているが、同社はSterling－Winthropグループによって所有さ
れている。親会社がウィスコンシンにあるS　C　JohnsonのForceも次に人気のあるブランドである。
同社は、広範囲のワックス剤、消毒剤（disinfectants）、消臭芳香剤（airfresheners）を製造している。
艶出し剤（wax　polishes）の分野で有力な企業は、シカゴに本社があるSimoniz、　Monsanto社の子会
社であるSilicone　Processesがある。　Lloyd’s　Industries社は、　American　Turtle　Wax社の自動車
用ワックスを販売している。
〔料理用ホイル〕
料理用ホイルは、Bacoの名称でAluminium　Foils社によって製造されている。同社はアメリカの
Reynolds　Metal　of　Arnerica（51％）とBritish　Tube　Investments（49％）によって共同出資されてい
る。British　Aluminium社もアルミホイルの生産で活発であるが、　Reynolds　Metal　of　America（48％）
とBritish　Tube　Investments（48％）の共同出資である。
〔ビニール袋など〕
BXL社は、　Union　CarbideとDistillers社との共同出資であり、Bextheneの商標で、ポリエチレン・
フィルム、プラスチック・バッグを製造している。
〔缶開け工夫〕
缶切りを不必要にする仕掛けを作ったのは、アメリカのZiehfix社である。イギリスでは、　Metal　Box
社がライセンス生産している。
〔包装紙〕
包装紙の領域は、イギリス企業が強いところである。Reed　Paper　Group、　Bowater、　E　S＆ARobinson、
Wiggins　Teapeが主要企業である。オハイオのMeade　CorporationとRobinsonとの合弁企業、　Mead
Robinsonもある。
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〔タイプライター〕
イギリスには、自国系のタイプライター企業は事実上なくなった。1叩erial　Typewriterは、アメリ
カのLitton　Industriesの子会社であり、手動タイプライターの30％を占めている。インペリアル
は、最近、アメリカ式デザインの電動タイプライターを生産した。イタリアの01ivettiは、　American
Underwoodを買収した後、ブライトンの工場を閉鎖し、スコットランドの工場に生産を集中した。イ
ギリスの01ivetti子会社は1947年から活動を開始し、現在では1600人を雇用している。世界第3
位のオフィス機器メーカーである同社は、近々、コピー機の生産をイギリスで開始する計画である。
電動タイプライターの分野では、アメリカのIBMが3分の1の市場を持っている。Olivettiは15％、
アメリカ系のSCM（Smith　Corona）は北ウェールズに工場を持ち、かなりの部分を輸出している。
Olympiaは、ドイツのAEGの子会社で、アメリカ系のRemington－Randはグラスゴーの工場を閉鎖し、
オランダとイタリアにタイプライター部門を集中している。
〔外国製タイプライター〕
外国製タイプライターの輸入に従事している企業には、スイスのHermesや日本のブラザー（27）および
Sterlingがある。唯一のイギリス系企業は、　Office＆Electronic　Machines社で、同社はドイツの
Adlerブランドの販売を行っている。
〔コピー機〕
コピー機の分野では、Rank　Xeroxが支配的な企業であり、イギリスのRank　Organisationとニュー
ヨークのXerox　Corporationの合弁である。チャレンジャーは、　SCM、　Apeco（親会社はイリノイの
American　Photocopy　Equipment）、Copycat（親会社はNashua　Corporation）、Addressograph－Multigraph
である。
〔会計機〕
会計機の分野では、NCR（National　Cash　Register）が首位で、次いでスイスのFacitがディストリ
ビューターのBlock＆Andersonを通じて販売し、15％のシェアを占めている。
　以上、食品、化粧品・トイレタリー、家電、事務機器の4分野にわたって、消費の実情および、どの
ような企業がどのようなブランドの製品を生産しているのかを見てきた。外国製品の調査を行った本を
資料として利用したためにイギリス企業の記述がやや弱いことが惜しまれるが、それにもかかわらず、
全体としては、外国製品がイギリス市場に浸透していること、言い換えれば、消費者の選択範囲が格段
に広がったことが分かる。これは、すでにイギリス企業が確固たる基盤を築いたところに外国ブランド
：ig：鰹籔禦雌晶犠、たのは、ブ。ザー社だけで、，，、D、ke（ただ。、，ペンテル、ブ，ン，のJa，。、
　Stationary　Coはあがっている。）ブラザーは、ミシンとタイプライターの2回登場している。日本企業がイギリ
　スの消費者にお馴染みになるのは1970年代であって、1960年代にはまだほとんど登場していないことが分かる。
　1970年代になると、燕市の食器を初めとし、ソニー、パナソニック、東芝、Matsuiなどの家電製品が大量に進出
　　していったと思われる。
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が進出した場合もあり、あるいはイギリス企業が当該分野に存在せず、外国企業の発明・特許によって
外国企業がイギリス市場に進出してきた場合もある。
　しかし、いずれにせよ、1960年代後半のイギリスでは、当然といえば当然であるが、豊富な消費財の
供給により、今日とほぼ同レベルの消費生活を享受していたと言えよう。高度消費社会の誕生である。
　第4節　結びに代えて
　本稿では、第1節で、最も先駆的な発展を遂げたと思われるアメリカ消費社会の発展を簡潔に説明し、
消費社会の問題点を指摘した。次いで第2節では、このテーマに関して、最も簡にして要を得た著作と
思われるジョン・ベンソンの研究に基づきながら、イギリス消費社会の長期的傾向を、マクロ的に分析
した。とりわけ、消費の前提となる所得の増大、また消費を実行するために不可欠の休日の増加に着目
し、消費社会の条件が整備されてきたことを叙述した。第3節では、消費社会の実情をマイクロに叙述
した研究は少ない中で、資料集とも言いうるミラードの著作に基づき、食品、化粧品・トイレタリー、
家電、事務機器といった消費財に焦点を当てながら、イギリス消費社会の事情を明らかにした。結論に
代えて、一つの印象を述べるとするならば、戦間期に消費社会、さらに遡れば、19世紀末ということに
なるのだろうが、第二次大戦後に、今日、我々が享受する様々な消費財が登場し、とりわけ家電製品、
また種々の化粧品・トイレタリー製品など、現在の生活になくてはならない製品が消費社会の現実を彩
ることになった。第二次大戦後（とくに1950年代、60年代）こそ、イギリスが消費社会化していく画期
となったように思える。もちろん、それ以前にも消費社会化への動きは始まっていたのではあるが。
　しかしながら、問題の概観で述べたように、便利さの追求以外にも、生活のゆとりを追求するスロー
ライフの視点も重要である。「消費の豊かさ」の中には、便利さの増大、選択肢の拡大のほかに、“laidback
approach”という言葉に代表されるような、　「せかせかしない、ゆったりした消費生活」も、消費の豊
かさに付け加えられるべきだからである。そうした視点は、生活が便利になればなるほどますます重要
性を増すのであって、第二次大戦後、あまりにも豊かになり、成熟感あるいは飽和感のある消費生活に、
新たな涼風をもたらすものと言える。
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